
資料２－２

あ 令 和 6 年 度 あ

主 な 事 務 事 業 調



No.

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 1

事 業 名 緊急時避難円滑化事業費

費　　目 総務費 総務管理費 一般管理費

事 業 費 ４５,０００ 千円
予 算 書 ２４

事

業

の

目

的

　内閣府において制度化された「原子力発電施設等緊急時安全対策
交付金」の「緊急時避難円滑化事業」を活用して、高浜発電所から
１０キロ圏内に位置し、複合災害発生時に孤立する可能性がある多
門院地区の避難路となっている市道「溝尻多門院線」を改良し、住
民の避難の円滑化を図る。

事

業

の

内

容

〇溝尻多門院線（多門院～堂奥地区　Ｌ=３１１ｍ）
　総事業費　１０３，４００千円（見込）
　実施期間　令和４年度～令和６年度

【整備スケジュール】（予定）
　令和４年度　調査・設計　　　 　　　　　８，４００千円
　令和５年度　工事（法面工、擁壁工等）  ５０,０００千円
　令和６年度　工事（舗装工等）          ４５,０００千円

国 支 出 金  -

府 支 出 金     45,000 緊急時避難円滑化事業費補助金（10/10） 15

         -

そ の 他  -

一 般 財 源  -

担当課
危機管理・防災

土　木
課 課長名

西村　和宏
尾橋　英憲

内線
番号

2562
2350

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 2

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 市民が誇れるまちづくり推進事業費

費　　目 総務費 総務管理費 一般管理費

事 業 費 １３０ 千円
予 算 書 ２４

事

業

の

目

的

　市民が主役となるまちづくりを進めるため、市民の郷土愛や誇
りを醸成するとともに、市民自らがより良いまちづくりを行って
いくための考えを表す「市民憲章」に関し、必要性やまちづくり
への思いなどについて、市民と建設的な議論を積極的に展開す
る。

事

業

の

内

容

　１ アンケートの実施　　１３０千円
　　・無作為抽出によるアンケート調査の実施

　２ 聞き取り等による調査
　　・会議の場等における聞き取り調査の実施

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

         -

そ の 他          -

一 般 財 源        130

担当課 企画政策 課 課長名 松岡　幸治
内線
番号

1330

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 3

款 項 目

一 般 財 源      22,800

担当課 デジタル推進 課 課長名 吉崎 豊
内線
番号

2610

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債           -

そ の 他           -

国 支 出 金      86,560 デジタル基盤改革支援補助金（10/10） 11

府 支 出 金           -

事

業

の

目

的

事

業

の

内

容

【自治体システム標準化作業全体】

【令和６年度実施内容】
　〇データ移行環境構築　　　　　　　　　　　　　　２，９９０千円
　〇標準準拠システムへの移行作業　　　　　　　　９３，４５２千円
　〇ガバメントクラウド接続　　　　　　　　　　　１２，９１８千円

　　※Fit&Gap･･･パッケージシステムを導入する際に、業務や仕組みとシステムの機能が、
　　　　　　　　どれだけ適合（Fit）し、どれだけズレ（Gap）があるかを分析すること。
　　※ガバメントクラウド･･･行政に関わる業務システムを統一されたクラウド上に集約、
　　　　　　　　　　　　　 共通化・標準化した上で監視運用できるようにした政府共通の

　　　　　　　　　　　　　 サービス利用環境。

【参考：各業務主管課分を含めた標準化に係る令和６年度経費総額】
　　　　共同徴収システム、戸籍・戸籍附票システム、
　　　　生活保護システム、障害福祉システム、健康管理システム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５８，１２８千円

　国が進める地方公共団体情報システムの標準化の取組は、全国の自治体で業務シ
ステムを標準化し、各自治体ごとにバラつきのある業務フローや利用機能・帳票を
統一することで、調達コスト低減、ＩＴ人材不足の解消、住民サービス向上及び行
政の効率化を進めることを目的とするものである。
　本市の各業務システムを2025（Ｒ７）年度末までに遅滞なく対応させるため、標
準システムへの移行を進める。

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 自治体システム標準化事業費

費　　目 総務費 総務管理費 一般管理費

事 業 費 １０９,３６０ 千円
予 算 書 ２４

⇒R6年度以降作業R5年度の作業



No. 4

款 項 目

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名
ＤＸ推進事業費
（うち業務支援ツールの導入、外部デジタル人材活用分）

費　　目 総務費 総務管理費 一般管理費

国 支 出 金          -

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続
事 業 費 １６,９３５ 千円

予 算 書 ２４

課 課長名 吉崎　豊

一 般 財 源

事

業

の

目

的

事

業

の

内

容

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

　業務のデジタル化により得られる人的資源（人や時間）を人にしか
できない業務に充てることで、住民サービスや市民満足度の向上を目
指す舞鶴市ＤＸ推進計画の推進に向けて、職員の業務効率化を図るた
め、デジタル技術を活用した業務支援ツールを導入するとともに、外
部デジタル人材の確保・活用による機能的で持続可能な市役所づくり
を目指す。

○業務支援ツールの導入
　（１）ノーコード・ローコードツール（※）　７，７２８千円
　（２）音声文字起こしツール　　　　　　　　　　５０８千円
　（３）生成ＡＩツール　　　　　　　　　　　　　９２４千円

○外部デジタル人材活用　　　　　　　　　　　７，７７５千円
　庁内システムの運用等支援、デジタル化支援等で活用

※　専門的な知識等を有しない職員でも簡単にアプリ作成が可能なツール

    12,435

府 支 出 金      4,500 きょうと地域連携交付金（1/2） 15

内線
番号

2610

地 方 債          -

そ の 他          -

担当課 デジタル推進



No. 5

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名
情報システム管理経費
（うち公共施設予約システム更新事業分）

費　　目 総務費 総務管理費 一般管理費

事 業 費 ７,５４６ 千円
予 算 書 ２５

事
業
の
目
的

事

業

の

内

容

　公共施設予約システムを介した施設利用が年間約27,000件ある
中、利用者にとってより快適に時代に即した公共施設の利用ができ
るよう、システムを８年ぶりに刷新し、利便性向上と施設管理業務
の効率化を目指す。

次期システムで実現を目指す主なサービス内容

（１）スマートフォン用に最適化した見やすい画面による操作性の向上
（２）オンライン予約からキャッシュレス支払いまで一貫したサービス
（３）利用者情報の登録、変更など各種手続きもオンラインで完結
　　　（来場不要）

【経費内訳】
　〇システム導入一時経費　　　　５，０６０千円（導入時）
　〇クラウドサービス利用料　　　２，４８６千円（５か月分）

国 支 出 金      3,773 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11

府 支 出 金          -

         -

そ の 他          -

一 般 財 源      3,773

担当課 デジタル推進 課 課長名 吉崎 豊
内線
番号

2610

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 6

款 項 目

一 般 財 源        370

担当課 資産マネジメント推進 課 課長名
山内　勇輔
松尾　信吾
（営繕担当）

内線
番号

1361
1375

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債     29,700 総務債 22

そ の 他          -

国 支 出 金     20,000
エネルギー構造高度化･転換理解促進事業費
補助金（定額）

12

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　本庁舎本館は昭和３８年、別館は平成４年に建設し、これまで
様々な改修を行ってきたが、今後も災害発生時の活動拠点とし
て、レジリエンス機能（※）強化と脱炭素化の推進の両立を目指
した持続可能な庁舎とするため、改修等の整備を進める。
　令和６年度は、消防設備等の改修、本庁舎への太陽光発電の設
置について再生可能エネルギーの活用検討・導入のための設計業
務委託を実施する。
　
※レジリエンス…災害のほか様々な環境の変化に柔軟に対応する
　　　　　　　　こと

事

業

の

内

容

　①別館防排煙制御設備等の改修
    　火災発生時に煙の流動を遮る防煙垂れ壁、延焼を防ぐ防火
　　シャッター等の改修工事

　②中央監視室自火報防災盤等の更新
　　　自動火災報知設備を一括監視する自火報防災盤及び庁舎内に
　　設置している自動火災報知設備機器（ベル等）の更新

　③庁舎改修設計業務委託

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 庁舎改修事業費

費　　目 総務費 総務管理費 財産管理費

事 業 費 ５０,０７０ 千円
予 算 書 ２５



No. 7

款 項 目

一 般 財 源      3,680

担当課 資産マネジメント推進 課 課長名 山内　勇輔
内線
番号

1361

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　現在の公共施設を持続可能な形で次世代へ引き継ぐため、施設
全体を一元的に把握し、限られた資源・財源の中で経営的・戦略
的な視点から企画・管理・活用していく「ファシリティマネジメ
ント」の取組を推進する。

事

業

の

内

容

　将来を見据えた施設の再編、機能改善等を計画的に実施するた
め、学識経験者とも連携し、令和８年度から始まる舞鶴市公共施
設再生基本計画の見直し及び第２期舞鶴市公共施設再生実施計画
等の策定作業等を進める。
　・公共施設データの収集・分析
　・公共施設情報のオープンデータ化
　・公共施設を題材としたワークショップの開催（４回／年）
　・公共施設のあり方を考えるシンポジウムの開催（１回／年）

＜スケジュール＞
令和６年度：データ収集・分析、施設カルテの作成・公開等
令和７年度：新システム導入、新計画の策定等

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 公共施設マネジメント推進事業費

費　　目 総務費 総務管理費 財産管理費

事 業 費 ３,６８０ 千円
予 算 書 ２５



No. 8

款 項 目

一 般 財 源          -

担当課 福祉企画 課 課長名 山本　仁志
内線
番号

2290

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金     65,000
エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費
補助金（定額）

12

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　昭和43年に建設され、普通財産として管理している旧勤労者福祉会
館は、現在舞鶴ＹＭＣＡ国際福祉専門学校に貸し出し、福祉人材の養
成拠点として活用している。
　引き続き養成拠点として安定的に活用するために、今回、太陽光発
電等再生可能エネルギー設備の導入に併せて、老朽化した空調を改修
し、長寿命化を図る。

事

業

の

内

容

【整備内容】
・空調設備更新工事
・再生可能エネルギー設備設置工事（太陽光発電設備設置等）

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

事 業 費 ６５,０００ 千円
予 算 書 ２５ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 財産管理経費（再生可能エネルギー設備等導入分）

費　　目 総務費 総務管理費 財産管理費



No. 9

款 項 目

　

し

一 般 財 源     32,796

担当課 地域づくり支援 課 課長名 村尾　正
内線
番号

1225

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債     10,000 総務債 22

そ の 他      6,874 施設使用料、雑入（電気料、イベント参加料） 8・22

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　西市民プラザは、これまで指定管理者制度による管理を行ってきた
が、令和６年度は市直営による施設管理を行う。
　運営にあたっては、これまでの交流を促進してきた様々な事業を発
展させるとともに、西地区中心市街地の中核施設である西市民プラザ
の今後のあり方について地域とともに検討を進める。
　また、経年劣化による屋上の防水シートの改修等を行う。

事

業

の

内

容

■西市民プラザ管理運営経費　  　　３１，５０７千円

■西市民プラザ施設整備事業費　　　１０，６７０千円
　（屋上防水改修工事、昇降機修繕工事

■職員給与費（うち西市民プラザ分）　７，４９３千円
（予算科目：２款１項１目）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 西市民プラザの管理運営に係る経費

費　　目 総務費 総務管理費
一般管理費

地域づくり推進費

事 業 費 ４９,６７０ 千円
予 算 書 ２４・２６



No. 10

款 項 目

　　　　

　

一 般 財 源      2,442

担当課 地域づくり支援 課 課長名 村尾　正
内線
番号

1225

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債      6,300 辺地債 23

そ の 他      3,700 ふるさと応援寄附金 20

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　大浦地域と加佐地域では、人口減少による自治会存続や伝統行事継
承の危機、一次産業における後継者不足、地域の担い手不足など地域
の課題が山積している。
　そこで、大浦・加佐地域活性化センターが現地現場で地域住民や団
体等と連携・協力し、地域コミュニティの支援、人材の育成、移住定
住の促進、一次産業の振興等に取り組み、持続可能な魅力ある地域づ
くりを推進する。

事

業

の

内

容

内容別内訳
　〇 地域づくりセミナー等開催経費　　　　　　８３０千円
　〇 移住セミナー・相談会等参加旅費　　　　　２４８千円
　〇 農山漁村活性化塾活動費補助金　　　　１，４４０千円
　　　（ふるさと大浦21、加佐ふるさと塾など）
　〇 地域水道施設等整備事業費補助金　　　６，３００千円
　　　（田井地区水ヶ浦）
　〇 一般管理経費　　　　　　　　　　　　３，６２４千円

地域別内訳
　　　大浦　７，７３９千円　・　加佐　４，７０３千円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 地域活性化推進事業費

費　　目 総務費 総務管理費 地域づくり推進費

事 業 費 １２,４４２ 千円
予 算 書 ２６



No. 11

款 項 目

 
　若者の新婚世帯への経済的支援を実施し、既存の子育て世帯への経
済的支援と連携した切れ目ない一体的支援を構築することにより、若
者世代の婚姻の促進、地域を担う人材である若者世帯の定住促進を図
り、住み続けたいと思える地域づくりにつなげる。

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続
事 業 費 １１,４５０ 千円

予 算 書 ２６

事

業

の

目

的

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 新婚世帯支援事業費

費　　目 総務費 総務管理費 地域づくり推進費

事

業

の

内

容

（１）対象世帯
　①夫婦ともに３９歳以下かつ世帯所得５００万円未満の世帯
　②夫婦のいずれか一方が３９歳以下かつ世帯所得５００万円未満の
　　世帯
 
（２）対象経費
　　住宅購入費用、住宅賃貸借費用、引越費用、リフォーム費用
 
（３）補助上限額
　①夫婦ともに３９歳以下の場合　　　　　　　３０万円
　　※但し、夫婦ともに２９歳以下の場合　　　６０万円
　②夫婦のいずれか一方が３９歳以下の場合　　１８万円

国 支 出 金          -

一 般 財 源      3,125

府 支 出 金      8,325
京都府結婚・子育て応援住宅総合支援事業費
補助金（1/2、3/4）

15

地 方 債          -

内線
番号

1225

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

担当課 地域づくり支援 課 課長名 村尾　正

そ の 他          -



No. 12

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 元気なまちづくり事業費補助金

費　　目 総務費 総務管理費 地域づくり推進費

事 業 費 １,５００ 千円
予 算 書 ２６

事

業

の

目

的

事

業

の

内

容

■対象事業
　・交流事業　・地域福祉事業　・環境保全・美化事業
　・安心・安全向上事業　・地域の魅力向上事業

■補助率等
　補助率２／３、補助上限５０万円
　補助対象経費下限額を５万円から２万円に変更【拡充】

　コロナ禍で縮小された地域活動の再開、活性化を図るとともに、新
たな地域のつながりづくりを促進するため、元気なまちづくり事業費
補助金に地域の環境保全、美化事業を契機とした交流事業に対する支
援を拡充する。

国 支 出 金          -

府 支 出 金        700 きょうと地域連携交付金（1/2） 15

         -

そ の 他          -

一 般 財 源        800

担当課 地域づくり支援 課 課長名 村尾　正
内線
番号

1225

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 13

款 項 目

課

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 自治会施設等整備事業費補助金

費　　目 総務費 総務管理費 地域づくり推進費

金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

事 業 費 ９,５６５ 千円
予 算 書 ２６ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　人口減少や少子高齢化などの社会環境の変化により、自治会は様々
な課題を抱えていることから、時代のニーズにあった新たな支援が必
要となっている。
　自治会が安全・安心の地域づくりを進めるために必要となる施設の
整備等を支援し、自治会の負担軽減を図るもの。

事

業

の

内

容

◆対象事業　自治会等が実施する以下の事業
①集会所の整備に係る経費 　　　　　　　　 ６，３５０千円
　(1)集会所の新築、購入、増改築又は修繕
  (2)２以上の自治会等が既設の集会所を共同利用することによ
    り不要となる集会所の除却

②放送施設等の設置、増設、修繕、撤去に係る経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８８３千円
 
③防犯カメラの設置に係る経費　　　　　　　　  ３３２千円

④交通安全灯の設置、更新、撤去に係る経費　２，０００千円

国 支 出 金          -財

源

内

訳

区 分

府 支 出 金          -

地 方 債          -

そ の 他          -

土 木 尾橋　英憲 2350

一 般 財 源      9,565

担当課
地域づくり支援

課長名
村尾　正 内線

番号

1224



No. 14

款 項 目

68-
0836

そ の 他      1,700 ふるさと応援寄附金 20

一 般 財 源          -

担当課 舞鶴引揚記念館 課長名 奥本　護
外線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金  -

府 支 出 金          -

地 方 債          -

事

業

の

目

的

　令和７年には、戦後・海外引揚開始80年、ユネスコ世界記憶遺産
登録10周年という大きな節目を迎えるにあたり、「平和を希求する
引き揚げのまち舞鶴」を積極的に発信し、国内外における認知度を
高めるため、効果的なパブリシティ戦略をはじめとする強力なプロ
モーション活動を展開する。

※パブリシティ
　自ら情報を自主的にマスコミへ提供し、メディアを通して報道
　を依頼すること。

事

業

の

内

容

〇広域的なパブリシティ活動
〇メディア取材誘致
〇専門家、研究者へのアプローチ
〇次世代語り部のネットワーク拡大と情報発信

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名
海外引揚開始８０年・世界記憶遺産登録１０周年記念準備事業
費

費　　目 総務費 総務管理費
歴史資産を活かした
まちづくり推進費

事 業 費 １,７００ 千円
予 算 書 ２７



No. 15

款 項 目

68-
0836

そ の 他      4,300 ふるさと応援寄附金 20

一 般 財 源         99

担当課 舞鶴引揚記念館 課長名 奥本　護
外線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金      2,672 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11

府 支 出 金          -

地 方 債          -

事

業

の

目

的

　「次世代へ」の継承事業としての教育旅行誘致をさらに推進する
とともに、次世代を担う学生語り部を積極的に育成し、舞鶴モデル
として高く評価されている「次世代による次世代への継承」活動を
さらに展開していく。
　また、「舞鶴引き揚げの日」の定着を図るとともに、オンライン
やＳＮＳ等を活用したプロモーション等により、メディア露出の拡
大に取り組む。

事

業

の

内

容

【次世代への継承】
〇平和学習、教育旅行の誘致
〇平和学習プログラムの充実
〇観光分野、農林水産分野、教育機関等と連携しＳＤＧｓや体験
　を取り入れた教育旅行の魅力を向上する新規プログラムの開発
○語り部養成講座の開催
〇資料収集・抑留者調査
〇収蔵資料の調査、アーカイブ化の推進

【次世代による継承】
○中高生語り部をはじめとする若い世代の活躍の場の創出
　　・同世代との交流の推進
　　・国内外の学校、博物館等との交流の推進
　　・活動の場の拡大・情報発信

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 引揚の史実継承事業費

費　　目 総務費 総務管理費
歴史資産を活かした
まちづくり推進費

事 業 費 ７,０７１ 千円
予 算 書 ２７



No. 16

款 項 目

68-
0836

そ の 他      3,700 ふるさと応援寄附金 20

一 般 財 源          -

担当課 舞鶴引揚記念館 課長名 奥本　護
外線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

地 方 債          -

事 業 費 ３,７００ 千円
予 算 書 ２７ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　ユネスコ世界記憶遺産登録資料等を活用し、グローバルな視点
で国際平和を願う歴史文化の交流・発信の拠点として、国内外の
学校教育機関、博物館関係機関と連携したアウトリーチ活動をよ
り積極的に実施する。
　また、国内外の教育機関や、引揚港の歴史を有する全国の都市
の協力を得て、引き揚げに関係する話題を掘り起こし、国内外へ
の発信を行うことで、舞鶴市及び舞鶴引揚記念館の国際ブランド
力の強化に繋げる。

事

業

の

内

容

【国内外への情報発信】
○関連施設との連携による巡回展示とプロモーションの実施

【国内外の教育機関や博物館との連携による学び・交流の推進】
〇大学等の教育機関と連携した講演会や学生（中・高・大学生）
　世代間交流ワークショップの開催
〇オンラインを活用した次世代による国際的な交流の場の創出

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 世界記憶遺産国際ブランド推進事業費

費　　目 総務費 総務管理費
歴史資産を活かした
まちづくり推進費



No. 17

款 項 目

68-
0836

そ の 他       4,000 ふるさと応援寄附金 20

一 般 財 源          11

担当課 舞鶴引揚記念館 課長名 奥本　護
外線
番号

財

源

内

訳

区 分

地 方 債           -

金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 )

国 支 出 金           -

４,０１１ 千円
予 算 書 ２７

府 支 出 金           -

予算書

事

業

の

内

容

○白樺日誌等の保存修復に係る調査研究
○保存・展示環境の調査の実施
〇新収蔵庫中央監視装置・空調用自動制御機器保守点検の実施
〇常設展示内にある映像機器類・資料検索システムの更新

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 世界記憶遺産資料保存活用事業費

費　　目 総務費 総務管理費
歴史資産を活かした
まちづくり推進費

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　ユネスコ世界記憶遺産登録資料をはじめとする引き揚げに関する
所蔵資料を後世に永く引き継いでいくため、白樺日誌等の保存修復
にかかる調査研究や館内の保存・展示環境の調査を実施するなど、
世界的に重要な資料の保存と活用の両立を目指す。

事 業 費



No. 18

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 日本遺産活用推進事業費

費　　目 総務費 総務管理費
歴史資産を活かしたま

ちづくり推進費

事 業 費 １８,８５２ 千円
予 算 書 ２７

事

業

の

目

的

　「鎮守府　横須賀・呉・佐世保・舞鶴～日本近代化の躍動を体感
できるまち～」として日本遺産に認定されたストーリーや日本イコ
モス国内委員会の「日本の20世紀遺産20選」に選定された強みを活
かし、旧軍港４市の強力な連携のもと積極的なプロモーションを展
開することで交流人口増加を目指す。
　また、文化庁の「100年フード」にも認定されている、肉じゃが
やカレーに代表される「海軍ゆかりの食文化」を活用した近代化の
ストーリーを全国に発信するため、９年ぶりに本市で「旧軍港四市
グルメ交流会」を開催し、赤れんがパークのさらなる賑わいの創出
と市民の郷土愛の醸成に繋げる。

事

業

の

内

容

　旧軍港市日本遺産活用推進協議会と連携し、海軍舞鶴鎮守府ゆか
りの歴史文化遺産を活用し積極的な観光プロモーションを展開す
る。
○「日本遺産ＭＯＮＴＨ」の開催
　旧軍港４市が連携し、普段非公開の日本遺産構成文化財の特別公
　開等のイベントを開催
○旧軍港４市グルメ交流会の開催（当番市）
　各市の魅力を紹介する交流イベントを舞鶴市で開催
〇海軍グルメのプロモーション
　肉じゃがやカレーなどの海軍ゆかりの食文化をテーマに、市内事
　業者や関係団体、大手企業との連携により商品開発やイベント等
　を開催

国 支 出 金      7,412 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11

府 支 出 金          -

         -

そ の 他     11,400 ふるさと応援寄附金 20

一 般 財 源         40

担当課 観光振興 課 課長名 竹原　良治
内線
番号

1261

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 19

款 項 目

一 般 財 源        123

担当課 企画政策 課 課長名 松岡　幸治
内線
番号

1330

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債    114,200 総務債 22

そ の 他     16,200 都市開発推進基金繰入金 20

国 支 出 金    258,817
防衛施設周辺民生安定施設整備事業費補助金
（7.5/10）

12

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　観光戦略拠点「舞鶴赤れんがパーク」周辺を、隣接する海上自
衛隊施設との連携を図りながら、本市の豊かな自然と歴史・文化
を次世代へ継承し発展させる拠点とするため、防衛省の「まちづ
くり支援事業」を最大限に活用した整備を進める。

事

業

の

内

容

【令和６年度事業概要】
　・赤れんがパーク園路整備工事
　　（赤れんがパーク駐車場海側、旧文庫山学園周辺）
　・赤れんがパーク駐車場導入路（歩道橋）実施設計
　・防衛省用地（三角地）基本設計　　等

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 地方創生拠点整備事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事 業 費 ３８９,３４０ 千円
予 算 書 ２７



No. 20

款 項 目

一 般 財 源      9,490

担当課 ― 課 課長名 ―
内線
番号

―

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他     27,200 ふるさと応援寄附金 20

国 支 出 金     17,595 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　教育機関や企業など、市内外の多様な主体との連携を密にし、
ＳＤＧｓ未来都市として目指す持続可能なまちづくりの実現に向
け、先進技術の導入による地域交通の利便性向上や防災機能の強
化等に取り組むとともに、これら様々な取組の周知活動を行い、
一層の市民参画・理解を図る。

事

業

の

内

容

１．共助による移動手段（meemo）確立に向けた
    ＭａａＳ推進事業費   　　　　　　　　 　 3,660千円（№21）

２．赤れんがコワーケーション推進事業費　　  18,256千円（№22）

３．産官学連携によるＩＣＴを活用した防災・減災システム導入
　　事業費　　　　　　　　　　　　　　　 　 10,200千円（№23）

４．ＡＩ・ロボティックス業務効率化推進事業費 5,639千円

５．舞鶴市ＳＤＧｓ未来都市周知活動事業費　   　500千円

６．企業版ふるさと納税推進事業費　　　　　 　6,500千円

７．舞鶴市ＳＤＧｓ若者チャレンジ事業費　　 　9,530千円（№24）

事 業 費 ５４,２８５ 千円
予 算 書 ２７ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 舞鶴市ＳＤＧｓ未来都市推進事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費



No. 21

款 項 目

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名
共助による移動手段（meemo）確立に向けたＭａａＳ推進事業
費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事

業

の

目

的

　令和６年度から高野地域の住民組織「高野地域協議会」が運営
主体となる住民同士の助け合いによる移動マッチングサービス
「meemo（ミーモ）」を将来にわたり持続可能なサービスとするた
め、地域に寄り沿った伴走支援を行う。

事

業

の

内

容

　高野地域協議会が、自家用有償旅客運送制度（※）を活用して
運行する「meemo（ミーモ）」の運営を支援する。

　・自家用有償旅客運送事業補助　３，０００千円
　・運営伴走支援業務委託　　　　　　６６０千円

※自家用有償旅客運送制度
　地域における輸送手段の確保が必要な場合、交通事業者等の関
係者による協議を経た上で、非営利の住民組織等が道路運送法上
の登録を受け、自家用車を用いて提供する運送サービス

事 業 費 ３,６６０ 千円
予 算 書 ２７ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

     1,830 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11

府 支 出 金          -

そ の 他      1,800 ふるさと応援寄附金 20

地 方 債          -

一 般 財 源         30

1330担当課 企画政策 課 課長名 松岡　幸治
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金



No. 22

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 赤れんがコワーケーション推進事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事 業 費 １８,２５６ 千円
予 算 書 ２７

事

業

の

目

的

　働き方改革の推進などにより、就業形態の多様化が進み、テレワー
クなど働く場所を自由に選択できる仕組みが浸透するなか、赤れんが
コワーキングスペースを本市の交流の拠点として、利用者者同士の交
流や大学のゼミ合宿の誘致など地域と関わる取組を促進する。
　また、教育機関等と連携した子どもを対象としたワークショップを
継続的に開催し、若者や子どもたちがチャレンジできる環境を整える
ための拠点として活用する。

事

業

の

内

容

〇専属スタッフの配置
（施設の管理運営・利用者の交流促進・イベントの開催・広報活動）

〇子ども向けワークショップの開催
（外国人移住者との交流、おさかな観察会、市内事業者の仕事体験　等）

〇学生のゼミ合宿誘致
（地域や事業者との交流による関係人口の創出）

〇地方で働きたい全国の若者と市内事業所等との雇用マッチング

※「赤れんがコワーキングスペース」については、赤れんがパーク官民連携型賑
わい拠点創出事業により、赤れんがパークの運営を行っている㈱ウッディーハウ
スに令和７年度から運営がシフトできるよう、令和６年度中に調整を図る。

     7,991 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11

府 支 出 金          -

そ の 他     10,200 ふるさと応援寄附金 20

地 方 債          -

一 般 財 源         65

1331担当課 移住・定住促進 課 課長名 砂田　敏昌
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金



No. 23

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名
産官学連携によるＩＣＴを活用した防災・減災システム導入
事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事 業 費 １０,２００ 千円
予 算 書 ２７

事

業

の

目

的

　オムロンソーシアルソリューションズ㈱や舞鶴工業高等専門学
校、ＫＤＤＩ㈱と連携し、リアルタイムの水位、浸水映像及び、内
閣府ＳＩＰが開発した市町村災害対応統合システム等の災害予測
データを活用し、市民の避難行動に繋がる情報発出を目指す「舞鶴
市総合モニタリング情報配信システム」の構築をはじめ、産官学連
携によるＩＣＴを活用した防災・減災の取組を進める。

事

業

の

内

容

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

     5,200 ふるさと応援寄附金 20

国 支 出 金      4,955 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11

府 支 出 金          -

○防災情報の見える化を図るポータルサイト「舞鶴市総合モニタリ
ング情報配信システム」の整備等
　・外部システムとのデータ連携
　・トレイルカメラ（自動撮影カメラ）購入
　・雨量計設置
　・インフラ監視システム
　<サービス利用料、通信費、データ利用料等>

一 般 財 源         45

担当課
浸水対策

危機管理・防災
課 課長名

岡野　恭憲
西村　和宏

内線
番号

2310
2562

地 方 債          -

そ の 他



No. 24

款 項 目

一 般 財 源         30

1331担当課 移住・定住促進 課 課長名 砂田　敏昌
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

そ の 他      9,500 ふるさと応援寄附金 20

         -

地 方 債          -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　地元で地域課題解決に取り組んでいる市民団体・地元企業人など
と、地域をフィールドとして学びたい学生と一緒に、「まなびあむ」
や「ＣＶＭ」を核にＳＤＧｓ体験プログラムを実施し、地域課題の解
決に取り組む関係人口の創出を図るとともに、将来の担い手育成、移
住者となるきっかけをつくる。

※ＣＶＭ（Coworking Village MAIZURU）
　赤れんがパーク３号棟２階のコワーキングスペース

事

業

の

内

容

地域と学生の信頼関係を深めるＳＤＧｓ体験プログラムの実施
　【第１回】〈舞鶴を知る（一次産業、海洋プラスチック等）〉
　【第２回】〈地元事業者との交流等〉
　【第３回】〈地元事業者等に対する成果発表〉

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 舞鶴市ＳＤＧｓ若者チャレンジ事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事 業 費 ９,５３０ 千円
予 算 書 ２７



No. 25

款 項 目

一 般 財 源      1,810

担当課 企画政策 課 課長名 松岡　幸治
内線
番号

1330

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金      1,800 きょうと地域連携交付金（1/2） 15

事

業

の

目

的

　現有する市史は、昭和48年から平成６年まで23年間を要して全
７巻が編さんされたが、その後、約30年が経過した中、改めて歴
史的資料等を適切に整理・保存し、本市が歩んできた歴史をしっ
かりと未来に継承するとともに、未来に希望がもてる活力あるま
ちの展望につなげるため、市制施行80周年の記念事業の一環とし
て、令和５年度から取り組んでいるものである。
　令和６年度は、市史編さん委員会を軸として、市史編さん実施
計画に基づき、編さんに向けた具体的な取組を展開する。

事

業

の

内

容

　１ 市史の編さん（3,356千円）
　　①史料等の把握・調査
　　②専門部会の設置
　　③資料目録作成

　２ 市民への情報の発信・共有（254千円）
　　①市史編さん便り発行（２回）
　　②市史講話会開催（２回）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名  新・舞鶴市史編さん事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事 業 費 ３,６１０ 千円
予 算 書 ２７



No. 26

款

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 ＜概要版＞移住定住の推進の取組

費　　目 総務費、民生費、労働費、農林水産業費、土木費

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事
業
の

目
　
的

　多様な移住施策を横断的に取り組み、本市への移住定住の促進
を図る。

事 業 費 ７４,５９３ 千円
予 算 書 ―

事

業

の

内

容

１.情報発信（舞鶴を『知ってもらう』）
・移住定住の流れをさらに飛躍させるため、移住定住ガイドブック、ポータルサイトに
　よる情報発信機能の充実、移住相談会への参加等
　　【総務費】移住・定住促進総合戦略事業費　　　　　      １，６１０千円(№27)
　
２.サポート体制の充実（舞鶴を『選んでもらう』）
・地方での心豊かな暮らしと魅力的な仕事をセットでＰＲする「就業型移住」を推進
　　【総務費】地域おこし協力隊活動事業費　　　　　　　　１０，９７９千円(№30)
　　【労働費】雇用対策協議会事業費補助金　　　　　　　　　６，６５４千円(№74)

３.補助制度等（舞鶴に『住んでもらう』）
・市が指定する居住誘導区域内及び府が指定する移住促進特別区域内で、空き家情報バ
　ンク制度を通じて空き家に入居する者が実施する住宅の改修費、空き家を提供する者
　が負担する準備経費に対する補助等
・空き家を市が賃貸借しリフォームする「居住促進（お試し）住宅」の設置や東京圏
　から舞鶴市へ移住し就業する者に対する支援
　　【総務費】まちなか暮らし推進事業費　　　　　　　　　　７，６１１千円(№28)
　　【総務費】わくわく地方生活実現政策パッケージ移住支援事業費補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５，６００千円(№29)
　　【総務費】地域の空き家掘り起こし事業費　　　　　　　　　　２１０千円(№32)
　　【土木費】まちなかエリア定住促進事業補助金　　　　　　１，０００千円
　　【農林水産業費】農村移住・交流促進事業費　　　 　 　１８，３７７千円
　　【農林水産業費】漁業担い手育成支援事業費
                    内　漁村移住者受入促進事業費補助金　　１，９１０千円

（移住希望者も利用可能な補助制度）
　　【民生費】子育て世帯住宅リフォーム等支援事業費　　　　７，９００千円
 
４.フォローアップ（舞鶴の『良さを広げてもらう』）
・移住者のネットワークを構築し、それを活用したイベント等を開催
　　【総務費】新たな交流創造事業費　　　　　　　　　　　　　　３００千円(№31)

５.魅力ある大浦・加佐の地域づくり
・大浦、加佐両地域活性化センターによる移り住みたくなる地域づくりを推進
　　【総務費】地域活性化推進事業費 　　　　　　　　　　 １２，４４２千円(№10)

担当課

移住・定住促進
地域づくり支援課

子ども支援
産業創造・雇用促進

農林水産振興
都市計画

課 課長名

砂田　敏昌
村尾　正

波多野　直樹
山本　仁士
中井　哲也
上羽　譲司

内線
番号

1331
1225
2150
1212
1240
2320



No. 27

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 移住・定住促進総合戦略事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事 業 費 １,６１０ 千円
予 算 書 ２７

事

業

の

目

的

　ライフスタイルの多様化により地方移住の関心が高まる中で、移
住ポータルサイトを活用して移住施策等の情報発信を行うととも
に、移住相談会などのイベントに参加するなど、総合的に施策を展
開し移住を促進する。

事

業

の

内

容

　移住者の受入地域や先輩移住者である移住サポーター、地域おこ
し協力隊と連携して、相談体制の充実と受入体制を強化する。

　③都市部（東京、大阪市、京都市）への移住相談会への積極的
　　な参加

　①移住希望者を対象とした空き家情報バンク物件紹介のＶＲ化
　　など、ポータルサイトの充実と様々な媒体を活用した情報発信
　②ポータルサイト等により、移住施策をはじめ、雇用や子育て
　　支援など、有益な情報発信を行い、若者や子育て世代へ積極的
　　にアプローチ

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金        579

     1,031

デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11

府 支 出 金          -

内線
番号

1331

地 方 債          -

そ の 他          -

担当課 移住・定住促進 課 課長名 砂田　敏昌

一 般 財 源



No. 28

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 まちなか暮らし推進事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事 業 費 ７,６１１ 千円
予 算 書 ２７

事

業

の

目

的

　市外在住の子育て世代をターゲットに舞鶴における新たなライ
フスタイルを提供し、駅や病院、スーパーなどに近い好立地のま
ちなかへの定住を促進するため、空き家を利活用し、住民や自治
会、舞鶴高専等と地域コミュニティを構築して、地域と連携した
有効なまちなかの空き家活用を推進する。

事

業

の

内

容

　舞鶴高専及び自治会等と連携し、空き家を市が直接賃貸借し、
リフォームして子育て世代をターゲットとした「居住促進（お試
し）住宅７号」を開設する。

国 支 出 金      2,490 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11

府 支 出 金          -

         -

そ の 他      3,060 雑入（家賃収入） 22

一 般 財 源      2,061

担当課 移住・定住促進 課 課長名 砂田　敏昌
内線
番号

1331

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債

⑤家賃から改

修費を天引き

【制度の概要事例】
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款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 わくわく地方生活実現政策パッケージ移住支援事業費補助金

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事 業 費 ５,６００ 千円
予 算 書 ２７

事

業

の

目

的

　東京圏への過度な一極集中の是正及び地域の中小企業等におけ
る人材不足の解消を目的として、東京圏から舞鶴市へ移住し就業
する者に対して支援を行う。
　また、子育て世帯への支援を拡充し、若者世代の移住を促進す
る。

事

業

の

内

容

【対象者】
　東京圏から舞鶴市へ移住・転入後、京都府に登録の事業所に就
業した者、又は転入後も転職することなく引き続き転入前の就業
先にテレワークにより勤務する「テレワーク移住者」
 ※東京圏…東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県

【補助額】
◆単身で移住　６０万円
◆世帯で移住　１００万円
　　※拡充 18歳未満の世帯員１名につき１００万円加算
（負担内訳：国1/2・府1/4・市1/4）

【募集件数】
◆単身で移住　１件　◆世帯で移住　２件

国 支 出 金          -

府 支 出 金      4,200 移住支援事業補助金（3/4） 15

         -

そ の 他          -

一 般 財 源      1,400

担当課 移住・定住促進 課 課長名 砂田　敏昌
内線
番号

1331

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 30

款 項 目

〇地域おこし協力隊の活動　

・全国版移住ポータルサイト等を活用した広報活動
・任期：３年（最大）
※本事業に対する経費は特別交付税措置の対象　２名が活動予定

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 地域おこし協力隊活動事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事 業 費 １０,９７９ 千円
予 算 書 ２７

内線
番号

1331

事

業

の

目

的

事

業

の

内

容

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

         -

国 支 出 金          -

担当課 移住・定住促進 課 課長名 砂田　敏昌

一 般 財 源     10,979

そ の 他

　コロナ禍によるテレワーク普及などの影響で、都市部の若者等がこ
れからの暮らしについて見つめ直し、地方移住への関心が高まる中、
全国の優秀な若者等から「地域おこし協力隊」を採用し、まちづくり
活動をはじめ、本市の魅力発信等の活動を行い、更なる移住・定住の
推進および関係人口の創出を推進する。

地 方 債          -

府 支 出 金          -

・地元企業や教育機関等と連携したまちづくり活動

市

協力隊員受入事業者 サポート



No. 31

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 新たな交流創造事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事 業 費 ３００ 千円
予 算 書 ２８

事

業

の

目

的

　舞鶴への移住を促すため、まずは舞鶴を知ってもらう、次に舞鶴
を選んでもらう、そして舞鶴に住んでもらう、さらには移住された
方に舞鶴の良さを広げてもらうという４ステップで施策を進める
中、舞鶴に移住してこられた様々な職種や特技を持った方々を移住
サポーターとして任命し、移住希望者からの相談対応や舞鶴の良さ
を広げてもらうことで円滑な移住の促進を図る。

事

業

の

内

容

・移住サポーター制度の活用
　　移住希望者への情報発信や相談対応などをサポートするため、
　令和２年度に設置した移住サポーターと市が連携して、移住希望
　者及び移住者への情報発信や相談対応、移住者同士の交流促進等
　に取り組み、移住者の受入体制を強化する。

・移住者交流会の開催
　　移住サポーターを中心に、移住希望者及び移住者同士の交流促
　進の場を提供。

国 支 出 金        104 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11

府 支 出 金          -

         -

そ の 他          -

一 般 財 源        196

担当課 移住・定住促進 課 課長名 砂田　敏昌
内線
番号

1331

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 32

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 地域の空き家掘り起こし事業費

費　　目 総務費 総務管理費 開発促進費

事 業 費 ２１０ 千円
予 算 書 ２８

事

業

の

目

的

　移住促進を効果的に進めるため、空き家を登録し、移住希望者
へ紹介する「空き家情報バンク」の充実と地域での移住者の受け
入れ体制を強化し、移住への流れを促進する。

事

業

の

内

容

　地域団体の働きかけにより、空き家所有者が地域と連携して空
き家情報バンクへ新規登録を行った場合、その活動に対する報奨
金を地域団体に支給する。

【対象者】区・自治会・振興協議会など
　
【補助額】１物件あたり３万円
　
【条件】空き家情報バンクへの登録だけでなく、移住者の受け
　　　　入れ及び移住後の支援を積極的に行う団体等

※事業期間：既存の移住促進特別区域では３年間
　　　　　　新規の移住促進特別区域では、区域指定から３年間

国 支 出 金        105 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11

府 支 出 金          -

         -

そ の 他          -

一 般 財 源        105

担当課 移住・定住促進 課 課長名 砂田　敏昌
内線
番号

1331

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 33

款 項 目

一 般 財 源        875

1271
1212

担当課
人権啓発推進

産業創造・雇用促進 課 課長名
吉田　雅樹
山本　仁士

内線
番号

そ の 他        200 雑入（受講料） 22

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金      2,625 地域女性活躍推進交付金(3/4） 12

府 支 出 金          -

地 方 債          -

事

業

の

内

容

▽デジタルマーケティングの重要性を学ぶセミナー開催
▽デジタルマーケティング人材育成プログラムの実施
 （デジタル人材育成の専門家による講義等）
▽プログラム受講者のキャリア相談
▽市内・外事業所へのインターンシップの実施

※参考（Ｒ５年度実績）
▽デジタルマーケティング人材育成プログラム　修了者10名

事 業 費 ３,７００ 千円
予 算 書 ２８ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　地方都市における女性活躍の環境づくりを目的に、働く意欲のあ
る女性等を対象として、デジタルマーケティング分野で活躍できる
スキルの習得をサポートし、女性の就労やキャリア形成を後押しす
るとともに、市内事業所のデジタル化やＤＸの促進、さらにはデジ
タル人材の地域への定着に向けた好循環を創出する。

※デジタルマーケティング人材とは…ＳＥＯ（Search Engine Optimization
検索エンジンを使ったマーケティング戦略）対策やＳＮＳ、メール等を活用し
たコンテンツマーケティングの運用、会社の魅力を伝える文章や写真の作成等
ができる人材

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 多様なデジタル人材育成事業費

費　　目 総務費 総務管理費 男女共同参画推進費



No. 34

款 項 目

一 般 財 源      2,752

担当課 人権啓発推進 課 課長名 吉田　雅樹
内線
番号

1271

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他        242 雑入（託児料） 22

国 支 出 金      2,750
地域女性活躍推進交付金(1/2）、
子ども・子育て支援交付金(1/3）

12

府 支 出 金        420 子ども・子育て支援交付金(1/3） 15

事

業

の

目

的

　男女共同参画センター「フレアス舞鶴」を拠点に、施設の一部を
コワーキングスペースとして活用するとともに、子どもの「短時間
一時預かり」を行い、子育て中の女性の就労に向けたスキルアップ
やリモートワークの時間を確保できるよう支援を行う。
　また、市内事業所と連携し、女性をはじめとする多様な人材を活
用し、男性も女性も働きやすい魅力ある会社づくりに向けた取組を
行う。

事

業

の

内

容

　▽働きたい女性、子育て世代をターゲットとしたコワーキング
　　スペースを提供
　▽託児ルームでの「短時間一時預かり」を実施（週２回）
　▽女性活躍を後押しするスキルアップセミナーや研修の開催
　▽多様な人材活用を図るためのワークショップ等を開催
　　（市内事業所等への働きかけ）

　　事業費内訳
　　①フレアス舞鶴職員人件費(２名分)・・・3,907千円
　　②セミナー等開催経費・・・・・・・・・　754千円
　　③短時間一時預かり実施経費・・・・・・1,503千円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 マザーズジョブカフェ推進事業費

費　　目 総務費 総務管理費 男女共同参画推進費

事 業 費 ６,１６４ 千円
予 算 書 ２８



No. 35

款 項 目

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 ２０２５年大阪・関西万博の開催に向けた取組

費　　目
総務費
商工費

総務管理費
商工費

交通対策費
観光振興費
貿易振興費

事 業 費 ５,２５０ 千円
予 算 書 ２８・５３・５４ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　令和７年度に開催される２０２５年大阪・関西万博を契機とし
て、インバウンドを含めた広域からの誘客を図るとともに、広域
交通ネットワークの活性化、京都舞鶴港を活用した訪日外国人の
受け入れを推進し、本市への人流を生み出す契機となる事業を実
施する。

事

業

の

内

容

１．高浜町と連携した取組
                                  　１，７００千円（№36）

２．２０２５年大阪・関西万博連携事業費
                                  　２，２００千円（№90）

３．京都舞鶴港振興事業費（うち関連経費分）
                                    １，３５０千円（№101）

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金      1,950 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11・13

府 支 出 金          -

地 方 債          -

そ の 他          -

一 般 財 源      3,300

担当課
企画政策
観光振興

みなと振興・国際交流

課 課長名
松岡　幸治
竹原　良治
中山　隆司

内線
番号

1330
1261
1250



No. 36

款 項 目

一 般 財 源        850

担当課
企画政策
観光振興

課 課長名
松岡　幸治
竹原　良治

内線
番号

1330
1261

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金        850 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 11・13

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　今春の北陸新幹線金沢・敦賀間の開業や2025年の大阪・関西万
博の開催を見据え、人流拡大の機会を最大限に生かすため、「舞
鶴市・高浜町連携プロジェクトアクションプラン（2023～
2025）」に基づき、高浜町と交通・観光分野における連携した取
組を実施することにより、広域交通ネットワークの活性化及び観
光ブランディングの推進を目指す。

事

業

の

内

容

■舞鶴市・高浜町連携鉄道誘客・公共交通利用促進事業費
　                                     　　　５００千円
（１）鉄道誘客促進事業
　・ＪＲ新たな観光列車「はなあかり」おもてなし事業
　・北陸新幹線敦賀開業を生かしたＪＲ小浜線誘客促進事業
（２）公共交通利用促進事業
　・バスの乗り方教室等のモビリティ・マネジメントの実施

■舞鶴市・高浜町連携青葉山エリアブランディング事業費
                                  　　　 １，２００千円
・「吉坂堡塁砲台」のモニターツアーの開催、環境整備の検討
・青葉山エリア地域資源マップの作成
・赤れんがパーク・ハーバルビレッジ連携イベントの開催
・効果的なエリアプロモーションによる情報発信
・観光協会、生産者、飲食店、アーティスト等による
　連携ブランディング会議の開催支援

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 高浜町と連携した取組

費　　目
総務費
商工費

総務管理費
商工費

交通対策費
観光振興費

事 業 費 １,７００ 千円
予 算 書 ２８・５３



No. 37

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 舞鶴市公共交通ネットワーク会議事業費補助金

費　　目 総務費 総務管理費 交通対策費

事 業 費 ７３０ 千円
予 算 書 ２８

事

業

の

目

的

　持続可能で利便性の高い公共交通を目指し、「舞鶴市公共交通
ネットワーク会議」が地域公共交通計画に基づき実施する公共交通
利用促進事業に対して支援を行う。

事

業

の

内

容

■地域公共交通計画に基づく公共交通利用促進事業

　・モビリティ・マネジメントイベント（のり乗りフェスタ）
　　の開催
　・ＪＲポケット時刻表、路線バスマップの作成
　・西舞鶴駅東口大型看板の掲載内容更新

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

         -

そ の 他          -

一 般 財 源        730

担当課 企画政策 課 課長名 松岡　幸治
内線
番号

1330

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 38

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 舞鶴市交通対策協議会事業費補助金

費　　目 総務費 総務管理費 交通対策費

事 業 費 ２,６００ 千円
予 算 書 ２８

事

業

の

目

的

事

業

の

内

容

【新たな補助内容】
◆自転車用ヘルメット購入費用の支援　２，０００千円
　・対　　　象：舞鶴市在住の方
　・補　助　率：１０／１０
　・補助上限額：２，０００円／人
　 ※年齢や所得による制限なし
　 ※一人につき１回限り
　 ※実施期間は３年間
　
【従来からの補助内容】
◆交通情勢に対応した街頭啓発活動費　５６０千円
　・啓発用グッズの配布（年４回の交通安全運動、街頭啓発時）
　・市役所前広報板の作成等

◆総会開催経費：４０千円

　令和５年４月から自転車用ヘルメットの着用が努力義務化されたこ
とに伴い、市民の生命保護と安全な自転車の利用促進のため、自転車
用ヘルメットの購入費用について舞鶴市交通対策協議会を通じて新た
に支援を実施する。

国 支 出 金          -

府 支 出 金      1,000 きょうと地域連携交付金（1/2） 15

         -

そ の 他          5 交通安全教育推進基金利子 19

一 般 財 源      1,595

担当課 地域づくり支援 課 課長名 村尾　正
内線
番号

1225

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 39

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 北近畿タンゴ鉄道支援事業費補助金

費　　目 総務費 総務管理費 交通対策費

事 業 費 １２１,９５７ 千円
予 算 書 ２８

事
業
の
目
的

　京都丹後鉄道の線路・車両等の基盤等保有会社である北近畿タ
ンゴ鉄道が、運行の安全を確保するために実施する事業等に対
し、国及び沿線自治体（２府県及び５市２町）により支援を行
う。
　また、京都丹後鉄道の利用促進のため沿線市町（６市２町）で
構成する「京都丹後鉄道利用促進協議会」の運営等のため、分担
金を負担する。

事

業

の

内

容

・北近畿タンゴ鉄道基盤管理補助　５１，５７９千円
　　基盤管理委託料、管理経費分に対する補助

・北近畿タンゴ鉄道経営対策補助　１２，４３７千円
　　固定資産税相当額分、西駅交流センター賃借料分に対する
　　補助

・地域公共交通再構築事業費補助　５７，７５６千円
　　「京都丹後鉄道沿線地域公共交通計画」に基づいて実施する
　　持続可能性・利便性・効率性の向上に資する鉄道施設の設備
　　投資・更新に対する補助

・協議会分担金等　　　　　　　　　　　１８５千円

国 支 出 金     28,877 社会資本整備総合交付金（1/2） 12

府 支 出 金          -

    28,800 総務債 22

そ の 他          -

一 般 財 源     64,280

担当課 企画政策 課 課長名 松岡　幸治
内線
番号

1330

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 40

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 バス路線維持確保対策費補助金

費　　目 総務費 総務管理費 交通対策費

事 業 費 ８６,６５０ 千円
予 算 書 ２８

事
業
の
目
的

　市民生活の移動手段として重要な役割を果たすバス路線の維持
確保を図るため、国、府と共に支援を行う。

事

業

の

内

容

・京都交通バス路線への補助　　　　　　６７，８００千円
　　高浜線、大江線（２系統）、東西循環線（２路線）、
　　和田線、常･溝尻循環線、朝来循環線、三浜線、
　　田井・野原線（５系統）、長浜循環線、真倉線、市場循環線

・自主運行バス路線（７地域）への補助　１８，８５０千円
　　岡田上バス、岡田中バス、池内バス、西大浦バス、
　　青井校区バス、杉山・登尾バス、多門院バス

国 支 出 金          -

府 支 出 金     31,000 市町村運行確保生活路線維持費補助金（1/2） 15

         -

そ の 他          -

一 般 財 源     55,650

担当課 企画政策 課 課長名 松岡　幸治
内線
番号

1330

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 41

款 項 目

一 般 財 源      5,989

担当課 福祉企画 課 課長名 山本　仁志
内線
番号

2290

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金     16,167
生活困窮者自立相談支援事業費等負担金（3/4）
生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（3/4）

11・12

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　各福祉分野ごとの『縦割り』や、「支える側」「支えられる側」と
いう従来の関係を超え、住民、地域、福祉関係団体等が、世代や分野
を超えてつながることで、一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共
に創っていく「地域共生社会」を実現するため、社会福祉法の改正に
より制度化された「重層的支援体制整備事業」の令和７年度からの本
格実施に向けた「移行準備事業」に取り組むもの。

事

業

の

内

容

・社会福祉協議会に「包括化推進員」３名と生活支援相談課に「庁内
　包括マネージャー」１名を配置し、複合・複雑化した課題に対し、
　「高齢」「障害」「子ども」「生活困窮」などの分野を超えて、多
　機関が連携する相談支援体制を構築
　（多機関協働事業・庁内連携体制の構築等の取組）

・既存の支援サービスでは対応できない課題に対し、新たな支援サー
　ビスの創出を検討し試行実施
　（ごみ屋敷状態にある対象者の自立支援等）

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

事 業 費 ２２,１５６ 千円
予 算 書 ３２ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 重層的支援体制整備事業費

費　　目 民生費 社会福祉費 社会福祉総務費



No. 42

款 項 目

一 般 財 源    543,210

担当課
障害福祉・国民年金

子ども支援 課 課長名
島田　敦司

波多野　直樹
内線
番号

2130
2150

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

そ の 他          -

地 方 債          -

府 支 出 金    542,923
障害者介護給付・訓練等給付費負担金（1/4）
障害者自立支援医療費（育成医療）負担金（1/4）ほか 14

国 支 出 金  1,085,245
障害者介護給付・訓練等給付費負担金（1/2）
障害者医療費（育成医療）負担金（1/2） ほか 11

事

業

の

目

的

　障害者の自立と社会参加を図るため、障害者総合支援法に基づ
く下記の事業を実施するもの。

事

業

の

内

容

【自立支援給付】　　　　　　　　　　　　　　　2,063,669千円
　〇施設支援給付費                            1,625,152千円
　〇短期入所（ショートステイ）給付費　           32,325千円
　〇居宅介護（ホームヘルプ）給付費　            102,143千円
　〇障害者共同生活援助給付費（グループホーム）  247,773千円
　〇重度視覚障害（児）者同行援護給付費　         19,773千円
　〇障害者計画相談支援給付費　 　             　 36,403千円
　〇障害者虐待防止支援事業費　　　　　　　　　　　　100千円

【自立支援医療給付（更生医療・育成医療等）】　   78,709千円
  [更生医療 77,660千円、育成医療（児童福祉措置費）1,049千円]

 

【補装具給付】                         　      　29,000千円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 障害者自立支援給付費

費　　目 民生費
社会福祉費
児童福祉費

社会福祉援護費
身体障害者福祉センター費
児童福祉措置費

事 業 費 ２,１７１,３７８ 千円
予 算 書

３３・３４・
３５・３９



No. 43

款 項 目

一 般 財 源     49,767

担当課
障害福祉・国民年金

子ども支援 課 課長名
島田　敦司

波多野　直樹
内線
番号

2130
2150

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金     46,734 障害者地域生活支援事業費補助金（1/2） 12

府 支 出 金     23,366 障害者地域生活支援事業費補助金（1/4） 15

事

業

の

目

的

　障害者の自立と社会参加を図るため、下記の市町村独自事業を実
施するもの。

事

業

の

内

容

【地域生活支援事業】
　〇障害者相談支援事業費　     　　　　　　      26,400千円
　　（４か所の障害者支援センターによる相談支援）
　〇地域活動支援センター事業費                   30,000千円
　〇障害（児）者等移動支援事業費                  3,600千円
　　（重度身体障害者等の移動支援）
　〇聴覚言語障害者等支援事業費      　　　　　　 16,115千円
　　（手話通訳者の設置、要約筆記者等の派遣）
　〇日常生活用具給付事業費                       26,650千円
　〇障害（児）者日中一時支援事業費　              9,182千円
　〇心身障害者訪問入浴サービス事業費　　　　　　　7,485千円
　〇成年後見制度利用支援事業費　　　　　　　　  　　435千円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 障害者地域生活支援事業費

費　　目 民生費 社会福祉費 社会福祉援護費
身体障害者福祉センター費

事 業 費 １１９,８６７ 千円
予 算 書 ３４・３５
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款 項 目

　重度心身障害児（者）医療助成等の対象者について、現行の
身体障害や知的障害のある方に加え、精神障害のある方にも対
象を拡充

＜制度対象者＞

・身体障害者手帳１・２級保持者
・概ねＩＱ３５以下の知的障害者
・身体障害者手帳３級保持かつ概ねＩＱ５０以下の重複

　　　障害者

・精神障害者保健福祉手帳１級保持者
・精神障害者保健福祉手帳の更新により、１級から２級
　へ障害等級が変更となった者（次回手帳更新まで）
・精神障害者保健福祉手帳２級を保持し、身体障害者手
　帳３級保持又は概ねＩＱ５０以下の重複障害者

※　令和６年８月診療分から開始予定

＜制度拡充に伴う医療助成費の増加見込み＞
　・令和６年８月診療分以後の増加額　　約６０万円と想定

2160

　重度心身障害児（者）の健康の保持及び福祉の増進を図るため、医
療費の助成を行っているが、京都府の制度改正により、対象者に重度
精神障害者が追加されることに伴い、制度拡充を行う。

担当課 保険医療 課 課長名 山本　哲也
内線
番号

そ の 他          -

一 般 財 源

    64,362 福祉医療助成事業費補助金（1/2） 15

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金          -

府 支 出 金

    64,363

地 方 債          -

事
業
の
目
的

事 業 費 １２８,７２５ 千円
予 算 書 ３５ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

内

容

現
行

拡
充

（※）

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 重度心身障害児（者）医療助成費

費　　目 民生費 社会福祉費 社会福祉援護費
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款 項 目

［参考　債務負担行為］

内線
番号

2471担当課 幼稚園・保育所 課 課長名 森　輝明

そ の 他          -

一 般 財 源          -

地 方 債     14,100 児童福祉債 22

２．新たな施設の整備予定地
　　　 中総合会館南側敷地（舞鶴市字余部下）

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　築４０年以上が経過し、老朽化が著しい「市立中保育所」につ
いて、子育て環境のさらなる充実を目指し、将来を見据えた本市
の中核的な保育施設として再整備するため、新園舎の建設に向け
た設計業務等を行う。

事

業

の

内

容

１．対象施設
　　　 舞鶴市立中保育所（舞鶴市字余部下1063番地）

　　 ≪現行施設の概要≫

　　　  建築年月：　昭和５６年３月
　　　  建物構造：　鉄骨造・平屋建
　　　  延床面積：　１，１８３．３３㎡
　　　  利用定員（0歳～5歳）： ２００名
　　　  　 ※ 在籍児童数　  ： 　９５名 （令和6年2月1日現在）

　○期　間　令和６年度～令和７年度
　○限度額　42,000千円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 公立保育所施設整備事業費

費　　目 民生費 児童福祉費 児童福祉総務費

事 業 費 １４,１００ 千円
予 算 書 ３７
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一 般 財 源    988,932

2471担当課 幼稚園・保育所 課 課長名 森　輝明
内線
番号

     2,000 児童福祉債 22

そ の 他     69,715
保育所保育料、保育所使用料、認定こども園使
用料、雑入（給食代） 他

7・8・
20・22

事

業

の

内

容

１.民間認可保育園（２園・定員 150人）
 　 ① 保育委託事業費　　　　　　　　　　　　　　　　 195,566千円
２.民間認定こども園（１３園・定員 1,369人）
 　 ② 施設型給付費（2・3号）　　　　　　　　　　 　1,194,603千円
　  ③ 施設型給付費（1号）<教育費>　　　　　　　　　　363,622千円
３.民間認可保育園・民間認定こども園等に対する各種事業
 　 ④ 保育士の処遇改善事業費補助金　　　　　　　　　　39,888千円
    ⑤ 保育の質の向上に係る保育士確保支援事業費補助金 　1,920千円
 　 ⑥ 保育士就労奨励事業費　　　　　　　　　　　　　 　5,500千円
　  ⑦ 保育士の就業促進補助金　　　　　　　　　　　　 　2,926千円
 　 ⑧ 保育利用児童受入促進事業費　　　　　　　　　　　13,579千円
　  ⑨ 一時預かり事業費補助金 <民生費・教育費> 　 　 　30,079千円
 　 ⑩ 延長保育促進事業費補助金　　　　　　　　　　　 　4,931千円
 　 ⑪ 保育所等発達支援事業費補助金　　　　　　　 　　 28,740千円
 　 ⑫ 保育所等運営・人材確保基盤強化支援事業補助金　　 2,939千円
 　 ⑬ 保育所等施設整備資金借入金利子補給金　　　　　　 　501千円
４.公立保育所（２園・定員350人）
 　 ⑭ 運営費 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　396,870千円
５.公立認定こども園（１園・定員93人）
　  ⑮ 運営費　　　　　  　　　　　　　　　　　　　 　142,904千円

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金    885,201
子どものための教育・保育給付交付金
（1/2、58.23/100） 他

11・
12・13

府 支 出 金    478,720
子どものための教育・保育給付交付金
（20.885/100、1/4） 他

14・15・
16・18

地 方 債

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

 本市の「子ども・子育て支援事業計画」に基づき、必要な保育サービス
の提供量の確保及び質の向上を図り、より良好な保育の環境づくりを推
進する。
　また、「幼保連携型認定こども園」への移行を着実に推進することに
より、０歳から就学前までの一貫した子どもの育ちや学びを支援する教
育・保育体制のさらなる充実を図る。

事 業 費 ２,４２４,５６８ 千円
予 算 書

３８・３９・
４０・６６

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名  保育所・認定こども園運営事業（全体）

費　　目 款
民生費

項
児童福祉費

目

児童福祉措置費
保　育　所　費
認定こども園費

教育費 幼稚園費 幼稚園費



No. 47

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 医療的ケア児支援事業費

費　　目 民生費 児童福祉費 児童福祉措置費

事 業 費 １６,８３３ 千円
予 算 書 ３８

・日常生活用具として、非常用電源を給付

事

業

の

目

的

　日常的に人工呼吸器の管理やたん吸引などの医療的ケアを必要とす
る児童とその家族が安全・安心に生活できるよう、介護負担の軽減や
保育所等での受け入れを行う。
　また、医療的ケア児等コーディネーターを配置し、個々の状況に応
じて関係分野との調整を行うことで、切れ目のない支援体制の構築を
目指す。

事

業

の

内

容

【事業概要】

①医療的ケア児居宅生活支援事業　　　　　　　　 　   4,770千円

・居宅医療的ケア児支援

（居宅や通園先に看護師等を派遣し、家族の負担を軽減する）

・福祉タクシー利用券交付（通院等外出支援）

②医療的ケア児等コーディネーター委託事業 　　　　   　682千円

③医療的ケア児障害児通所給付費　　　　　　  　    　2,690千円
・短期入所受入体制補助
・短期入所開始アセスメント補助
・相談支援専門員モニタリング補助

④医療的ケア児日常生活用具給付費    　　　    　      300千円

⑤保育所での医療的ケア児受け入れのための看護師配置  8,391千円

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金      2,876
児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金
（1/2）
障害者地域生活支援事業費補助金（1/2）

12

府 支 出 金      9,718

保育対策総合支援事業費補助金（5/6）
児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金
（1/4）
障害者地域生活支援事業費補助金（1/4）
医療的ケア児者・重症心身障害児者福祉サー
ビス利用等促進事業補助金（1/2）

16

地 方 債          -

そ の 他          -

一 般 財 源      4,239

2150
2471

担当課
子ども支援課

幼稚園・保育所課 課 課長名
波多野直樹
森　輝明

内線
番号
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一 般 財 源      4,156

担当課 幼稚園・保育所 課 課長名 森　輝明
内線
番号

2471

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他      2,270 ふるさと応援寄附金、ふるさと応援基金繰入金 20・21

府 支 出 金          -

国 支 出 金      6,425
子ども・子育て支援体制整備総合推進事業費補助金
(1/2)、教育支援体制整備事業費交付金(1/2)

事

業

の

内

容

■ 乳幼児教育ビジョン及びビジョンに基づく実践の周知・情報発信
　　・ニュースレター等の発行：７回、　・出前講座等の実施：５回
■ 保育者研修・育成に基づく乳幼児教育の質の向上研修
　　・公立・私立園の保育者・小学校教員が共に学ぶ研修等の実施
　　  　公開保育、人権・マネジメント・安全管理等の研修
■ 保幼小中接続カリキュラムの活用促進
　　・連携協力園校の連携活動の充実・強化
　　・５歳児と１年生の架け橋期カリキュラム研究
■ 「乳幼児教育センター」の運営
　　・乳幼児教育コーディネーター・相談員等の配置
　　・センター運営会議の開催　等

12・13

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

 「主体性を育む乳幼児教育の推進」を基本理念とする乳幼児教育ビ
ジョンに基づき、市民の乳幼児教育への理解を深め、保育者・教員の研
修による質の維持・向上を図るとともに、保育所・幼稚園・認定こども
園から小学校への円滑な接続を目指し、保幼小連携の一層の充実を図る
ことにより、“子どもの豊かな育ちと学びへの支援”を強化する。
　また、「舞鶴市乳幼児教育センター」を拠点とし、当該ビジョンに基
づいた乳幼児教育の実践の推進や情報発信、保育者の育成強化等に取り
組むことで当該ビジョンの具現化をさらに推し進め、乳幼児教育の充実
を目指す。

事 業 費 １２,８５１ 千円
予 算 書 ３８・４０・６６

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 乳幼児教育充実・強化推進事業費

費　　目 款
民生費

項
児童福祉費

目

児童福祉措置費
保　育　所　費
認定こども園費

教育費 幼稚園費 幼稚園費

【民生費】 児童福祉措置費 （民間保育園・民間認定こども園） ８００千円

保育所費 （公立保育所） ４０４千円

認定こども園費 （公立認定こども園） １５８千円

【教育費】 幼稚園費 （乳幼児教育全般） １１，４８９千円
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一 般 財 源         15

担当課 幼稚園・保育所 課 課長名 森　輝明
内線
番号

2471

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債     50,400 児童福祉債 22

そ の 他          -

国 支 出 金    168,771 就学前教育・保育施設整備交付金（1/2、2/3） 12

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

 「幼保連携型認定こども園」への移行を目指す私立幼稚園に対
して、認定こども園の認可・開設に向け必要な施設改修費を支
援することにより、円滑な移行を推進するとともに、新たに
「３号認定子ども」（０歳児～２歳児）の受け入れが可能な体
制を整備・促進することにより、待機児童ゼロを確保するなど
子育て環境の充実を図る。

事

業

の

内

容

【対象施設】
　　学校法人聖ヨゼフ学園　舞鶴聖母幼稚園
　
【工事内容（予定）】
　　現園舎の建替整備工事
　　　● 新園舎の施設規模等 ： 木造・平屋建、延床面積 933.05㎡
　　　● 建設事業費（補助対象事業分） ： 約４億１，７５０万円
　　　　　 うち、令和６年度執行予定額 ： 約２億９，２２５万円
　　　● 工　期 ： 令和５年７月～令和７年３月（予定）
　　　　　令和５年度　 詳細設計業務、仮園舎整備工事　他
　　　　　令和６年度　 新園舎整備工事、現園舎解体工事　他
　　　　　　　　※ 給食調理室及び乳児用保育室の整備を含む

【負担割合】
　 〔保育部分〕　国： 2／3、市： 1／12、事業者： 1／4
　 〔教育部分〕　国： 1／2、市： 1／4、 事業者： 1／4

※ 幼保連携型認定こども園へ移行し、令和７年４月の開設を目指す。
　　〔移行後の定員（見込み）〕
　　　　・教育標準時間認定（1号） 45名
　　　　・保育認定（2号・3号）　　48名（うち、0歳児～2歳児 18名）
　　　　　　　　　　　　　　   計 93名

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 私立認定こども園移行改修費支援事業費補助金

費　　目 民生費 児童福祉費 児童福祉措置費

事 業 費 ２１９,１８６ 千円
予 算 書 ３８
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■事業概要 

■補助対象者

　　認可保育所、認定こども園 （いずれも、民間施設）
　　 ※ ただし、３号認定子ども（０～２歳児）の受入施設に限る。

■補助基準額（年額）

　・定員１２１人以上　４，６１８千円
　・定員１２１人未満　２，３０９千円

■負担割合

　　国　３／４、市　１／４

※ 各施設において、概ね１～２名程度の配置を想定 

一 般 財 源      9,236

2471担当課 幼稚園・保育所 課 課長名 森　輝明
内線
番号

そ の 他          -

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金     27,708 保育対策総合支援事業費補助金（3/4） 12

府 支 出 金          -

地 方 債          -

事 業 費 ３６,９４４ 千円
予 算 書 ３８ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　０歳児から２歳児における保育ニーズが依然として高い状況の
中、直面する保育士不足の課題に対応するため、保育現場で働く
保育士等の業務を補助・サポートする「保育補助者」の配置を促
し、保育士等の業務負担を軽減することにより、現役保育士等の
離職防止を図るとともに、保育士等が働きやすい職場環境を整備
する。
　併せて、保育補助者に対する保育士資格等の取得促進を図り、
将来的な保育人材の確保につなげる。

事

業

の

内

容

　保育士等の業務負担の軽減を図るためのサポート役として、
保育士資格等の取得を目指す保育補助者の配置を行う保育施設
に対し、その人件費の一部を補助する。

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 将来を見据えた保育人材確保事業費

費　　目 民生費 児童福祉費 児童福祉措置費
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【事業概要】

【対象施設】
　認可保育所、認定こども園

【補助対象経費】
　パーテーション、簡易扉、簡易更衣室、カメラ、

　人感センサーライト等

【補助基準額】
　１施設あたり １００千円

【負担割合】
　国：１／２、市：１／４、事業者：１／４

一 般 財 源        600

2471担当課 幼稚園・保育所 課 課長名 森　輝明
内線
番号

そ の 他          -

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金      1,050
保育所等における性被害防止対策に係る設備
等支援事業費補助金（1/2）

12

府 支 出 金          -

地 方 債          -

事

業

の

目

的

　令和５年７月に取りまとめられた国の「こども・若者の性被害
防止のための緊急対策パッケージ」に基づき、保育所等におい
て、特に被害を認識すること自体が難しく、また相談することも
困難な“子ども”に対し、性被害の未然防止と早期発見につなが
る被害防止対策を強力に推進し、子どもが安心して利用できる教
育・保育環境のさらなる充実を図る。

事

業

の

内

容

　子どもが長く過ごす場となる保育所等において、子どものプ
ライバシー保護や権利擁護に配慮するために必要な設備等の導
入経費の一部を補助する。

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 保育所等安心生活緊急支援事業費

費　　目 民生費 児童福祉費
児童福祉措置費

保育所費
認定こども園費

事 業 費 １,６５０ 千円
予 算 書 ３８・４０
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【対象施設】
　①認可保育所、認定こども園、認可外保育施設

　　　※　０～２歳児の受入施設であって、公立を含む。

　②幼稚園（保育利用児童受入促進事業を実施する施設に限る。）

【事業概要】
 事業用指定ごみ袋（４５リットル）の支給

　 ・年間の総支給枚数　約１２，０００枚

※ 令和５年７月から当該事業に着手しており、上記の全ての施設において、

「使用済みおむつ」を施設内で廃棄処分する体制は整備済である。

一 般 財 源        500

2471担当課 幼稚園・保育所 課 課長名 森　輝明
内線
番号

そ の 他          -

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金  -

府 支 出 金  -

地 方 債  -

事

業

の

目

的

　保育中に発生する園児の「使用済みおむつ」について、保育施
設内での廃棄処分を促進することにより、当該おむつの持ち帰り
対応によって生じる保護者及び保育士の負担軽減や、感染症等の
衛生上のリスク低減を図るとともに、保育サービスのさらなる向
上と衛生環境の充実を図る。

事

業

の

内

容

　保育施設等が「使用済みおむつ」を自園で廃棄処分するにあた
り、必要な専用ごみ袋（事業者用）を在籍園児数等に応じて無償
で支給する。

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 保育所等に係る衛生環境充実の取組

費　　目 民生費 児童福祉費
児童福祉措置費

保育所費
認定こども園費

事 業 費 ５００ 千円
予 算 書 ３８・４０

保育所等衛生環境充実事業費 （児童福祉措置費） ４０４千円

公立保育所衛生環境充実事業費 （保育所費） ７２千円

公立認定こども園衛生環境充実事業費 （認定こども園費） ２４千円
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事業費のうち、制度拡充分　１６，６００千円　

（※）18歳到達後の最初の年度末まで

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 子育て支援医療助成費

費　　目 民生費 児童福祉費 児童福祉措置費

事 業 費 ２５２,４１０ 千円
予 算 書 ３９

事

業

の

目

的

　子育て世帯の経済的負担を軽減し、安心して子育てができる環境づ
くりを支援するため、令和６年１月から中学生の外来診療に係る医療
費の自己負担を１医療機関につき１か月200円となるよう制度の拡充
を行った。
　令和６年度からは、対象を18歳まで（※）拡大し、出生から切れ目
のない医療費助成を行うことで更なる子育て世帯の負担軽減につなげ
る。

事

業

の

内

容

　新たに令和６年９月診療分から、18歳まで（※）の入院・外来受
診に係る医療費について、１医療機関につき１か月200円となるよ
う助成を行う。

         -

府 支 出 金    108,975 子育て支援医療助成事業費補助金（1/2） 16

そ の 他     34,400 ふるさと応援寄附金 20

地 方 債          -

一 般 財 源    109,035

2160担当課 保険医療 課 課長名 山本　哲也
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

【現行】

０歳～中学生 18歳まで（※）

入院 1か月1医療機関につき200円

通院 1か月1医療機関につき200円

【令和6年9月診療分から】

０歳～中学生 18歳まで（※）

入院

通院

1か月1医療機関につき200円

1か月1医療機関につき200円
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頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 児童手当給付費

費　　目 民生費 児童福祉費 児童福祉措置費

事 業 費 １,１３３,５００ 千円
予 算 書 ３９

事

業

の

目

的

　次代を担う全ての子どもの成長を支えるため、今般、政府が決
定した「こども未来戦略」に基づき、児童手当の給付対象を拡充
し、基礎的な経済的支援を行う。

事

業

の

内

容

令和６年10月分の手当（令和６年12月支給分）から、下記のとおり、支給
対象の拡大や所得制限の撤廃、第３子以降を月額３万円とするなど、制度
を拡充する。

拡充前（令和６年９月分まで） 拡充後（令和６年１０月分から）

支給対象
中学校修了（15歳到達後の最初の年
度末）まで

高校生年代（18歳到達後の最初の年
度末）まで

所得制限

所得制限限度額以上の場合、月額５
千円の特例給付
※配偶者、子２人扶養の場合の年収
ベースで９６０万円以上

所得制限なし
所得上限限度額以上の場合、支給対
象外
※配偶者、子２人扶養の場合の年収
ベースで１，２００万円以上

第１子、第２子　１０，０００円
第３子以降　    １５，０００円

※第3子以降
の数え方 高校生年代までがカウント対象

22歳の年度末までがカウント対象
（大学生に限らない）

支給月
年３回（２、６、１０月）
※各前月までの４か月分を支給

年６回（偶数月）
※各前月までの２か月分を支給

支給
月額

３歳未満 一律       　   １５，０００円
第１子、第２子　１５，０００円
第３子以降      ３０，０００円

第１子、第２子　１０，０００円
第３子以降　    ３０，０００円

中学生 一律          　１０，０００円

高校生の
年代

支給なし

３歳～小
学校修了

まで

   778,117 児童手当負担金（37/45、2/3） 11

府 支 出 金    174,251 児童手当負担金（4/45、1/6） 14

そ の 他          -

地 方 債          -

一 般 財 源    181,132

2150担当課 子ども支援 課 課長名 波多野　直樹
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金



No. 55

款 項 目

　

一 般 財 源        252

担当課 子ども支援 課 課長名 波多野　直樹
内線
番号 2150

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債      7,500 児童福祉債 22

そ の 他          -

国 支 出 金      7,631 子ども・子育て支援整備交付金（1/3） 12

府 支 出 金      7,631 子ども・子育て支援整備交付金（1/3） 16

事

業

の

目

的

　放課後児童クラブを利用する児童が快適で安全・安心に利用できる
環境を整備するため、放課後児童クラブ室の改修工事を計画的に実施
する。

事

業

の

内

容

【対象児童クラブ】
〇倉梯小学校区地域放課後児童クラブ（第１・第２クラブ）
　・工事内容　　長寿命化改修工事（壁面改修、電気工事等）
　・工事期間　　令和５年度～令和６年度（債務負担行為）
　・利用児童数　２クラブ合計　約70名
　

〇明倫小学校区地域放課後児童クラブ（第１クラブ）
　・工事内容　　空調設備更新工事
　・利用児童数　約30名

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 放課後児童クラブ整備事業費

費　　目 民生費 児童福祉費 子育て支援費

事 業 費 ２３,０１４ 千円
予 算 書 ３９



No. 56

款 項 目

　

一 般 財 源        510

2150
2471

担当課
子ども支援

幼稚園・保育所
課 課長名

波多野　直樹
森　輝明

内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

そ の 他          -

地 方 債          -

         -

府 支 出 金        400 きょうと地域連携交付金（1/2） 16

事

業

の

目

的

 本市の子ども・子育て支援事業計画である「第２期夢・未来・希望
輝く「舞鶴っ子」育成プラン（令和２年度～令和６年度）」が、改訂
年度を迎えることから、子どもや子育て家庭を取り巻く環境の変化等
を踏まえた分析を行うとともに、国や京都府が進める子ども・子育て
に関する各種施策の取組を踏まえた、次期計画を策定する。

事

業

の

内

容

　現行の本市の子ども・子育て支援施策の取組等の検証、令和５年度
に実施した市民アンケート調査の結果分析等により、将来の子どもの
健やかで豊かな成長と子ども・子育て環境の整備等の指針となる計画
とする。

【主な取組】
　・社会変化等を踏まえた本市の子ども・子育て支援に関する課
　　題やニーズの分析
　・専門家等から幅広い意見を聴くため、子ども・若者支援会議
　　等を開催（３回程度）
　・パブリックコメントの実施

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 子ども・子育て支援事業計画策定事業費

費　　目 民生費 児童福祉費 子育て支援費

事 業 費 ９１０ 千円
予 算 書 ３９



No. 57

款 項 目

一 般 財 源     46,599

担当課 子ども支援 課 課長名 波多野　直樹
内線
番号 2150

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債  -

そ の 他        476 夏休み児童クラブ利用者負担金　ほか 8・22

国 支 出 金     54,504 子ども・子育て支援交付金（1/3） 12

府 支 出 金     54,504 子ども・子育て支援交付金（1/3） 15

事

業

の

目

的

　平日の放課後や土曜日、学校の長期休業期間等に学校施設等を
利用して児童を安全に預かるとともに、子どもの健やかな成長と
保護者の仕事と家庭の両立支援に取り組む。
　また、放課後児童クラブを今後も持続可能で安定的に運営して
いくために策定した「放課後子どもスマイルプラン」に基づき、
放課後児童クラブの運営の最適化に取り組む。

事

業

の

内

容

１ 事業委託先・実施場所　[通年開設クラブ　計２９クラブ]
　・各小学校区の地域子育て支援協議会
　（全１８小学校区２６クラブ、各小学校の余裕教室等で実施）
　・社会福祉法人舞鶴双葉寮（児童センターふたば、桃山町）
　・社会福祉法人瑞光福祉会（めだかクラブ、公文名）
　・社会福祉法人大樹会    （南舞鶴放課後児童クラブ、行永）
２ 開設日
　・平日（月～金）：放課後～午後６時３０分
　・土曜日、長期休業日：午前８時～午後６時３０分
３ 利用者負担金
  ・年額  ７２,０００円（２子目以降は半額）
４ 放課後児童支援員の処遇改善
　　持続的に児童クラブを運営していくために必要となる支援
　　員の確保及び質の確保のため、経験・資格等に応じた報酬
　　体系の実施
　（主任支援員、副主任支援員の配置、通勤手当や役職手当加算
　　等の支給）
５ クラブ運営の質の向上に資する取組
　　保護者との情報共有、配慮を要する児童への具体的な関わり
　　方など、運営上、直面している課題に関する研修を実施
６ 夏休み児童クラブの設置
 　（東地域:１ヶ所、西地域：１ヶ所）
  ・利用者負担金 １１,０００円（２子目以降は半額）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 放課後児童健全育成事業費

費　　目 民生費 児童福祉費 子育て支援費

事 業 費 １５６,０８３ 千円
予 算 書 ３９



No. 58

款 項 目

一 般 財 源        773

2150担当課 子ども支援 課 課長名 波多野　直樹
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

そ の 他        600 ふるさと応援寄附金 20

地 方 債          -

     1,371 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（1/2） 12

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　次代を担う子ども達の将来がその生まれ育った環境によって左右さ
れることなく、進学や就職など将来に夢や希望を持って成長していけ
るよう、基礎学力と学習習慣の定着に向けた学習支援を実施する。

事

業

の

内

容

　市内の小学校４～６年生を対象に、週１～２回、放課後に支援員に
よる学習支援を行う。

１．実施内容
　・基礎学習の定着（主に算数・国語復習）
　・宿題に取り組む習慣づけの支援
　・中学校進学に向けた学習支援

２．事業実施予定校
　新舞鶴小学校、倉梯小学校、志楽小学校、明倫小学校、
　余内小学校

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 学習支援事業費

費　　目 民生費 児童福祉費 子育て支援費

事 業 費 ２,７４４ 千円
予 算 書 ３９



No. 59

款 項 目

地 方 債          -

そ の 他

一 般 財 源      2,050

担当課 子ども支援 課 課長名 波多野　直樹
内線
番号

2150

府 支 出 金      3,950
京都府結婚・子育て応援住宅総合支援事業費
補助金（1/2）

16

　世代間で支え合うライフスタイルを選択した子育て世帯に対し、三
世代同居・近居に対応した住環境を整えるための経済的支援を行うこ
とにより、育児に係る負担軽減を図るとともに、市外からのＵターン
等を促す。

事

業

の

目

的

事

業

の

内

容

【対象】
・多子世帯（子どもが３人以上いる世帯）
・三世代近居を新たに始める世帯
・三世代同居を新たに始める世帯

【補助内容等】
・住宅リフォーム工事　事業費×1/2
　　府外からの転居者（限度額200万円）
　　府内の転居者　　（限度額100万円）
・住宅購入仲介手数料　事業費×1/2（限度額40万円）
・住宅賃借仲介手数料　事業費×1/2（限度額5万円）

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

     1,900 ふるさと応援寄附金 20

国 支 出 金          -

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 子育て世帯住宅リフォーム等支援事業費

費　　目 民生費 児童福祉費 子育て支援費

事 業 費 ７,９００ 千円
予 算 書 ４０



No. 60

款 項 目費　　目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名
こども家庭センター新設によるこども・子育て世帯に対する包
括的な支援体制の強化

事 業 費 － 千円
予 算 書 －

事

業

の

目

的

　母子保健と児童福祉を包括した、妊娠から出産、子育て期までの切
れ目ない支援体制を整え、個々の家庭の意見や希望に応じた適切な
サービスを届けるため、新たに中総合会館内に「こども家庭セン
ター」を設置する。

事

業

の

内

容

〇こども家庭センターの役割と機能

【役割】
　１．妊産婦及び乳幼児の健康の保持及び増進に関する包括的な支援
　２．全てのこどもと家庭に対して、虐待への予防的対応から個々の
　　　家庭に応じた継続的な相談・支援まで切れ目なく対応
　３．地域の資源と必要なサービスを有機的につなぐソーシャルワークの
　　　中心的な役割

【母子保健機能】
　１．妊娠期から出産・子育て期を通じた伴走型相談支援事業（No.64）
　２．健康診査や予防接種などの母子保健事業（No.62、No.63、No.65）

【児童福祉機能】
　１．相談支援事業
　　①子育てなどの不安や課題に対する総合相談やケース対応
　　②児童虐待等への対応、虐待の早期発見・介入支援
　　③医療的ケア児を含む障害児の相談・支援（No.47）
　２．子育て支援事業
　　①「地域の子育て支援拠点」「ファミリー・サポート・センター」
　　　等での子育て支援
　　②子育て支援サービス「まいココ」を活用した情報提供及び相談支援

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

         -

そ の 他          -

一 般 財 源          -

担当課
子ども支援
健康づくり

課 課長名
波多野　直樹

飯田　徹
内線
番号

2150
6200

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 61

款 項 目

施設事務費
生活扶助費
住宅扶助費
教育扶助費
介護扶助費
医療扶助費
出産扶助費
生業扶助費
葬祭扶助費
就労自立給付金
進学準備給付金

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 生活保護扶助費

費　　目 民生費 生活保護費 扶助費

事 業 費 １,４４２,３７９ 千円
予 算 書 ４１・４２

事

業

の

目

的

　生活困窮者に対し必要な保護を行い、最低限度の生活を保障す
るとともに自立を支援する。

事

業

の

内

容

26,156 千円
348,723 千円
196,671 千円

2,262 千円
50,339 千円

811,104 千円
429 千円

2,854 千円
2,041 千円

予算書

国 支 出 金  1,072,719 生活保護費負担金（3/4) 11

600 千円
1,200 千円

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 )

22

地 方 債          -

府 支 出 金     27,754 生活保護費負担金（1/4） 15

一 般 財 源    335,459

担当課 福祉援護 課 課長名 松本　真俊
内線
番号

2101

財

源

内

訳 そ の 他      6,447 雑入（生活保護法第63条による返還金）



No. 62

款 項 目

 

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 予防接種事業費

費　　目 衛生費 保健衛生費 予防費

事 業 費 ２２３,４９５ 千円
予 算 書 ４２ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事
業
の
目
的

事

業

の

内

容

 いずれも、協力医療機関へ委託して実施
【乳幼児・児童・生徒】158,058千円
　〇 ロタウイルス(生後2か月～14週6日まで) 2回又は3回
　○ Ｂ型肝炎（2か月～1歳未満）3回
　○ 小児用肺炎球菌(2か月～5歳未満) 4回
　○ 五種混合1期(2か月～7歳6か月未満) 4回
　　※令和6年4月から定期接種化（四種混合+ヒブと同等の効果のあるワクチン）

　○ ヒブ(2か月～5歳未満)　4回
　○ 四種混合1期(2か月～7歳6か月未満) 4回
　○ ＢＣＧ(5か月～1歳未満)1回
　○ 水痘(1歳～3歳未満)　2回
　○ 麻しん風しん1期(1歳～2歳未満)1回・2期(小学校入学前の1年間)1回
　○ 日本脳炎1期(3歳～7歳6か月未満)3回・2期(10歳～13歳未満)1回
　　※積極的な接種勧奨が差し控えられていた期間に接種できなかった方に対する

　　　特例措置あり。

　○ 二種混合(満12歳)　1回
　〇 子宮頸がん(中学1年生～高校1年生) 3回
　　※令和4年度より積極的勧奨を再開。積極的勧奨が差し控えられていた時期に

　　　接種できなかった者もキャッチアップ接種として令和7年3月まで接種可能。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他
【高齢者】65,437千円
　○ インフルエンザ（対象者：65歳以上）
　　　自己負担金　1,500円（非課税世帯等は自己負担金免除あり）
　○ 肺炎球菌（対象者：65歳）
　　　自己負担金　4,000円（非課税世帯等は自己負担金免除あり）
　　　 ※過去に、23価肺炎球菌ワクチンを接種した者は対象から除外

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

         -

         -

　予防接種法に基づき、感染症の発生及びまん延を予防するため、乳幼児・
児童等に対する予防接種を全額公費負担により実施し、公衆衛生の向上に努
める。また、高齢者に対しては、個人の感染予防のため、インフルエンザ及
び肺炎球菌予防接種を一部自己負担により実施する。

地 方 債          -

そ の 他

府 支 出 金          -

一 般 財 源    223,495

担当課 健康づくり 課 課長名 飯田　徹
内線
番号

6200



No. 63

款 項 目

　
【

一 般 財 源      1,520

6200担当課 健康づくり 課 課長名 飯田　徹
内線
番号

         -

そ の 他          -

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金        880 母子保健衛生費国庫補助金（1/2） 13

府 支 出 金  -

地 方 債

事

業

の

目

的

　乳幼児の疾病・障害の早期発見及び健康の保持・増進を目的と
して、現在、３か月児、10か月児、１歳６か月児、３歳児を対象
に健康診査を実施しているが、新たに１か月児に対する健康診査
の費用を助成することにより、子育て世帯の経済的負担の軽減を
図るとともに、健診結果を把握することで出産後から切れ目のな
い支援につなげる。

事

業

の

内

容

＜対象者＞
　令和６年４月１日以降に生まれた生後１か月頃の乳児約440人
（見込み）

＜内容＞
　１か月児健康診査は、従来から出産した医療機関において実施され
ており、自己負担となっているが、その費用について助成する。
　・実施方法:個別健診（出産した医療機関で実施）
　・健診内容:身体発育状況、栄養状態、身体異常の早期発見、
　　　　　　 こどもの健康状態や育児の相談等
　・助成方法:妊娠届出時に交付した受診券を、１か月児健康診査の
　　　　　　 際に医療機関へ提出

＜その他＞
　・舞鶴市と府医師会との委託契約により実施
　・委託単価は、京都府が府医師会と調整し、府内統一単価を設定
　　設定見込単価：5,400円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 乳幼児健康診査事業費のうち、１か月児健康診査事業費

費　　目 衛生費 保健衛生費 予防費

事 業 費 ２,４００ 千円
予 算 書 ４３



No. 64

款 項 目

　
【

一 般 財 源      9,057

6200担当課 健康づくり 課 課長名 飯田　徹
内線
番号

         -

そ の 他          -

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金     33,941 出産・子育て応援交付金（2/3） 13

府 支 出 金      9,053 出産・子育て応援交付金（1/6、1/4） 16

地 方 債

事

業

の

目

的

　核家族化が進み、地域とのつながりも希薄となる中で、安心して
出産・子育てができるよう、妊娠期から出産・子育て期を通じて全
ての妊婦・子育て家庭に寄り添い身近な相談に応じながら、多様な
ニーズに即した支援につなぐ「伴走型相談支援」と「経済的支援」
を一体的に実施する。

事

業

の

内

容

【伴走型相談支援】
①妊娠届出時、②妊娠８か月前後、③出生届出から生後４か月まで
の間のそれぞれにおいて、保健師や助産師等による面談や地域の子
育てひろばでの交流などの機会を拡充し、一人ひとりのニーズに応
じた支援につなげる。

【経済的支援】
●出産応援給付金（５万円）　妊娠届出時の面談後に支給
●子育て応援給付金（５万円）出生届出後の面談後に支給

支給対象者数（見込み）
・令和6年4月1日から令和7年3月末までの妊娠届提出者：500名
・同期間の出生届提出者：450名

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 出産・子育て応援事業費

費　　目 衛生費 保健衛生費 予防費

事 業 費 ５２,０５１ 千円
予 算 書 ４３



No. 65

款 項 目

　
【

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 新生児聴覚検査事業費

費　　目 衛生費 保健衛生費 予防費

事 業 費 １,７６０ 千円
予 算 書 ４３

事

業

の

目

的

　先天性の聴覚障害を早期に発見し、適切な治療・療育に確実につ
なげることで、子どもの音声言語発達等への影響を最小限に抑える
ため、産科医療機関において実施される新生児聴覚検査の費用の一
部を公費負担し、周産期の経済的負担の軽減を図るとともに、すべ
ての新生児が検査を受けられる環境を整える。

事

業

の

内

容

【実施内容】
　妊婦に新生児聴覚検査受診券を交付し、概ね生後3日以内に実施
される新生児聴覚検査費用の一部を公費負担する。

〇対象：新生児  約440人（見込み）

〇公費負担上限額：自動ABR（自動聴性脳幹反応） 4,020円
　　　　　　　　  OAE（耳音響放射）　　　　　 1,500円
  京都府が府医師会と調整した標準委託単価を設定

〇フォロー体制：
　市で検査結果を把握し、要精密検査児を継続的にフォローする
等、早期に安心して適切な療育が受けられるよう相談支援を行うと
ともに、未受検児への受診勧奨を行う。

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金  -

府 支 出 金  -

地 方 債          -

そ の 他          -

一 般 財 源      1,760

6200担当課 健康づくり 課 課長名 飯田　徹
内線
番号



No. 66

款 項 目

　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 がん検診事業費

費　　目 衛生費 保健衛生費 成人保健費

事 業 費 ８５,６３９ 千円
予 算 書 ４３

事
業
の
目
的

　がんが国民の生命及び健康にとって重大な問題となっている現状に鑑
み、各種がん検診を実施することで、がんの早期発見の推進を図り、が
んによる死亡率を減少させる。

事

業

の

内

容

【実施するがん検診の内容】

検診項目 対象年齢 予定人数 検診内容
受診場所

医療機関 保健センター等

胃がん検診 50歳以上 1,000人
問診・胃X線検査 〇

問診・胃内視鏡検査

〇

〇

〇肺がん検診 40歳以上 3,600人 問診・胸部X線検査

大腸がん検診 40歳以上 6,250人 問診・便潜血検査 〇

乳がん検診 40歳以上女性 2,800人 問診・マンモグラフィ検査 〇

子宮頸がん検診 20歳以上女性 2,800人 問診・細胞診 〇

※胃がん検診の受診を２年に１回とし、従来の「胃部エックス線検査」に加え
て新たに「胃内視鏡検査」を導入し、選択制での実施とする。

【受診率アップのための個別通知】

　がん検診受診率アップを図るため、封書、はがき等により対象となる市民に
個別通知を送付する。

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金      2,565 感染症予防事業費等国庫補助金（1/2） 12

府 支 出 金         88 市町村休日総合がん検診支援事業費補助金（10/10） 16

地 方 債          -

そ の 他      2,180 雑入（保健事業検診個人負担金） 22

一 般 財 源     80,806

担当課 健康づくり 課 課長名 飯田　徹
内線
番号

6200



No. 67

款 項 目

　
【

内線
番号

6200
2120

担当課
健康づくり
高齢者支援

課 課長名
飯田　徹
竹山　真

そ の 他     13,871
雑入（後期高齢者医療保健事業補助金（広域
連合））

22

一 般 財 源          -

地 方 債          -

事

業

の

内

容

【実施方法】　京都府後期高齢者医療広域連合委託事業

【実施内容】
１．高齢者が集う場における健康講座・健康相談

 対象：各地域で実施している「サロンdeすとれっち」実施団体等
　　　　約100か所

 内容：フレイル予防に係る普及啓発
 　　　簡易質問票や身体・体力測定によるフレイルチェック
 　　　口腔機能チェック
 　　　低栄養リスクチェック
 　　　個別健康相談
　
２．高齢者に対する個別的支援
 　　通いの場不参加者や健診未受診者など健康状態不明者への
    訪問指導
　

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　保健師や歯科衛生士、管理栄養士などが、地域の高齢者が集う
場において、健康講座や健康相談・訪問指導をきめ細やかに行う
ことで、生活習慣病などの慢性疾患の悪化や加齢による心身の衰
弱（フレイル）を予防し、高齢期になっても、住み慣れた地域で
生き生きとした暮らしが続けられるよう取組を推進する。

事 業 費 １３,８７１ 千円
予 算 書 ４３ 頁

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 高齢者の保健事業と介護予防の一体化事業費

費　　目 衛生費 保健衛生費 成人保健費



No. 68

款 項 目

一 般 財 源          -

担当課 市　民 課 課長名 岩田　宏幸
内線
番号

1120

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　平成元年に建設し、現在35年が経過した斎場は、火葬炉の老
朽化が進んでいることから、今後も安定して利用し続けられる
よう、火葬炉の更新工事を行う。
　なお、施設の使用を継続しながら施工するため、工期は３年
間とし、令和８年度の完成を目指す。

事

業

の

内

容

　現在の火葬炉５基のうち、４基を新たな炉に更新し、残りの
１基と胞衣炉１基は、現在の使用頻度と将来の活用見込みの想
定に基づき、除却する工事を行う。

【債務負担行為】
〇期　間　令和６年度～令和８年度（３年間）
〇限度額　355,000千円
〇スケジュール
　　令和６年度　火葬炉製作（工場での製作まで）
　　令和７年度　１期工事　（２基更新）
　　令和８年度　２期工事　（２基更新）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 施設整備事業費（斎場）【債務負担行為】

費　　目 衛生費 保健衛生費 斎場費

事 業 費 － 千円
予 算 書 ８０



No. 69

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 リサイクルプラザ施設長寿命化事業費

費　　目 衛生費 清掃費 リサイクル事務所管理費

事 業 費 ９,０００ 千円
予 算 書 ４５

事

業

の

目

的

　平成10年に供用を開始したリサイクルプラザは、稼働から25年が
経過し、破砕設備等の主要設備の老朽化が進んでいる。今後も安定
した廃棄物の適正処理を継続するため、長寿命化を図る。

事

業

の

内

容

 令和６年度はリサイクルプラザの長寿命化に向け、施設の保全・整
備に係る長寿命化計画を策定する。

〇今後のスケジュール
　・令和６年度　　：長寿命化計画策定
　・令和７年度　　：長寿命化工事実施設計
　・令和８～12年度：長寿命化工事

国 支 出 金          -

府 支 出 金      4,500 きょうと地域連携交付金（1/2） 16

         -

そ の 他          -

課

一 般 財 源      4,500

担当課 課長名
上枝　靖之
表　　良一

(リサイクル事務所長）

内線
外線
番号

1290
64-
7222

環境施設

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 70

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 救急医療体制の確保に向けた取組

費　　目 衛生費 医療対策費 医療対策総務費

事 業 費 ８８,７６０ 千円
予 算 書 ４６・４７

事
業
の
目
的

　休日の救急輪番制の実施や市内公的３病院（舞鶴医療センター、舞鶴
共済病院、舞鶴赤十字病院)の救急医療体制への支援、休日急病診療所の
運営を行うことにより、市民が安全・安心に暮らすことができる救急医
療体制の確保を図る。

事

業

の

内

容

１．休日救急輪番制事業費　２７，８７０千円

　　市内公的３病院の協力を得て、休日救急輪番制を委託実施。
　　・診療体制：公的３病院による輪番体制
　　・診 療 日：休日（日曜日・祝日・年末年始）

　　・診療科目：内科、外科の一次・二次救急医療、小児科の一次救急医療

２．公的病院救急医療体制確保事業費補助金　４５,０００千円
　　平日夜間、土曜日、輪番日以外の休日（平常診察時間外）における救急医療体制
　の確保に対して支援。
　　・補助対象者　：公的３病院
　　・補助対象経費：平常診察時間外における救急患者への対応に要する経費
　　・補　助　率　：１/３（上限額１，５００万円/病院）

３．舞鶴市休日急病診療所管理運営経費　１５，８９０千円
　　舞鶴医師会等の協力により運営している「舞鶴市休日急病診療所」において、休
　日の一次救急（内科系の病状で比較的軽い方への応急的対応）を担うことにより、
　公的病院の救急医療に従事する勤務医の負担を軽減。また、二次救急（入院や手術
　が必要な重症者に対応）が必要と判断される場合は、輪番病院と連携して対応。
　　・診 療 日：毎週日曜日
　　・診療時間：午前９時～１２時、午後１時～午後５時
　　・診療科目：内科
　　・診療内容：病状の比較的軽い方に対する応急的診療
　　・診療体制：医師（舞鶴医師会及び市立舞鶴市民病院）、薬剤師、看護師

国 支 出 金          -

府 支 出 金     21,400 きょうと地域連携交付金（1/2） 17

         -

そ の 他     10,004 休日急病診療所収入、診断書交付手数料 9・10

一 般 財 源     57,356

担当課 地域医療 課 課長名 高嶋　宏行
内線
番号

2468

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 71

款 項 目

一 般 財 源     22,300

担当課 地域医療 課 課長名 高嶋　宏行
内線
番号

2468

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金     12,900 きょうと地域連携交付金（1/2） 17

事

業

の

目

的

　医学生等に対する奨学金の貸付や研修費助成等により、医学生、研修医や薬
学部生、看護学生に本市の良さや魅力を知ってもらい、将来における本市での
勤務及び定着化を図る。
　また、本市をはじめとする府北部地域に共通する医療課題について、京都府
立医科大学と共同で研究に取り組むほか、舞鶴地域麻酔診療支援センターの円
滑な運営を確保し、地域医療の充実につなげる。

事

業

の

内

容

１．舞鶴市地域医療確保奨学金等貸付金　９，０００千円
　　医学生、研修医を対象に月額１５万円を貸与（５名）
　　　※市内医療機関での勤務など一定要件による返還免除の規定あり
　
２．医師・医学生等研修支援事業費　２００千円
　　京都府立医科大学等が実施する研修（地域医療教育推進事業等）において、研修先医療機
　関と連携し、研修の充実が図られるよう医学生等への各種支援を行い、将来の医師確保につ
　なげる。

３．医療従事者確保対策事業費　１，２００千円【拡大】
　　本市の病院看護師や薬剤師を確保するため、市内公的病院での研修や舞鶴薬剤師会が企画
　実施する研修プログラムに要する経費の一部を支援し、市内での勤務につなげ地域医療の充
　実を図る。（看護学生への研修支援事業を追加）

４．「地域医療の充実」共同研究事業費　１９，５００千円
　　全国的に不足する産婦人科医を地域で確保し、周産期医療の充実・強化を図ることを目的
　に京都府立医科大学との共同研究を実施し、市民が住み慣れた地域で出産、子育てができる
　居住環境につなげていく。

５．舞鶴地域麻酔診療支援センター運営経費　５，３００千円
　　令和４年度に設置した舞鶴地域麻酔診療支援センターの運営に係る経費を措置することに
　より、円滑な麻酔診療の実施につなげる。

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 地域医療の人材確保に向けた取組

費　　目 衛生費 医療対策費 医療対策総務費

事 業 費 ３５,２００ 千円
予 算 書 ４６・４７



No. 72

款 項 目

　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 医療機能最適化検討事業費

費　　目 衛生費 医療対策費 医療対策総務費

事 業 費 １１,２００ 千円
予 算 書 ４７

事

業

の

目

的

　令和５年度に開催した「持続可能な地域医療を考える会」での
議論や、市民をはじめ市内公的病院長や医師会長、大学教授等に
も参加いただいた「地域医療シンポジウム」を踏まえ、地域の実
情に応じた最適な医療提供体制のあり方について、専門的分析を
交えた検討を行う。

事

業

の

内

容

　将来を見据え、地域における医療機能のあるべき姿を描くとともに、
持続可能な医療提供体制の確立に向け、その方策を医療関係者等で構成
する「（仮称）舞鶴医療機能最適化検討会議」において多角的に検討す
る。

〇（仮称）舞鶴医療機能最適化検討会議
　構成団体　市、医師会、公的病院ほか
　開催頻度　年間５回程度

（検討内容）
　①公的病院に関する現況分析
　②将来、本市に求められる医療機能と規模
　③②の実現に向けた機能再編や解決策の方向性

国 支 出 金          -

府 支 出 金      5,600 きょうと地域連携交付金（1/2） 17

         -

そ の 他          -

一 般 財 源      5,600

担当課 地域医療 課 課長名 高嶋　宏行
内線
番号

2468

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 73

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 勤労者福祉向上事業費

費　　目 労働費 労働費 労働諸費

事 業 費 ４００ 千円
予 算 書 ４７

事

業

の

目

的

　働き方が多様化する中、勤労者等の学習、スキルアップなどの
機会創出やキャリア構築、勤労者同士の繋がりづくりを支援する
ことにより、市民がいきいきと学び、働き続けることのできる社
会の実現を目指す。

事

業

の

内

容

　舞鶴市勤労者福祉センターを拠点にして、京都府、市内労働団
体、各種支援機関等と連携し、勤労者等のキャリア構築を支援す
る相談会、勤労者同士の繋がりづくりを促進する研修事業、勤労
者等の自学支援の環境づくりなどを実施する。

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

         -

そ の 他          -

一 般 財 源        400

担当課 産業創造・雇用促進 課 課長名 山本　仁士
内線
番号

1212

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 74

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 雇用対策協議会事業費補助金

費　　目 労働費 労働費 労働諸費

事 業 費 ６,６５４ 千円
予 算 書 ４７

事

業

の

目

的

　地元の高校生や都市部で生活する舞鶴出身者等の市内事業所へ
の就職を促進するため、市が事務局を担う「舞鶴市雇用対策協議
会」を中心に、昨年、雇用対策協定を締結した京都労働局や、連
携協定を締結した株式会社リクルートなどとの連携も生かした各
種事業を展開し、地域が求める人材確保を実現することにより、
まちの安定的発展を目指す。

事

業

の

内

容

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

         -

国 支 出 金      3,327 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 13

府 支 出 金          -

　舞鶴市雇用対策協議会(※)を中心に以下の事業等を実施する。
　※舞鶴公共職業安定所､京都府､舞鶴商工会議所､市内教育機関等が参画する協議会

【舞鶴市雇用対策協議会実施事業】
・対面式、オンラインでの合同就職説明会
・多様な人材の活躍を推進する取組（セミナー、就職説明会）
・高校生を対象とした地元企業研究会「高校生ＪＯＢ―ＥＸＰＯ」
・市内事業所での就職に関する情報を発信するホームページ
　「ＪＯＢ―ＮＡＶＩまいづる」、ＳＮＳ等の運営
・市内事業所の人材獲得力向上を支援するセミナー、コンサルティン
　グ　など

一 般 財 源      3,327

担当課 産業創造・雇用促進 課 課長名 山本　仁士
内線
番号

1212

地 方 債          -

そ の 他



No. 75

款 項 目

　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 農地確認効率化経費

費　　目 農林水産業費 農業費 農業総務費

事 業 費 ２,０００ 千円
予 算 書 ４８

事

業

の

目

的

事

業

の

内

容

農地確認システムの導入（２，０００千円）

〇導入による効果
　衛星から撮影された写真などのデータを基に、システム上で農地の作付
けや保全管理の状況を確認。
　これまで、すべての対象農地を地域立会の上、職員で確認していたが、
システム導入により、現地で確認する必要のある農地を絞り込むことによ
り、精度の向上と業務の省力化が可能となるもの。

　中山間直接支払交付金や多面的機能支払交付金等の実施状況確認に必
要な農地確認において、ＩＣＴ技術を活用したシステムを導入すること
により、精度の向上と省力化を図る。

国 支 出 金          -

府 支 出 金      1,000 きょうと地域連携交付金（1/2） 17

         -

そ の 他  -

一 般 財 源      1,000

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 76

款 項 目

一 般 財 源         71

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他      1,500 ふるさと応援寄附金 20

国 支 出 金        672 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 13

府 支 出 金      6,207
スマート農林水産業実装チャレンジ事業費
補助金（3/10）

17

事

業

の

目

的

　過疎化、高齢化等により農業の担い手が不足する中、限られた
労働力で効率的に経営を維持・拡大するため、ＩＣＴ（情報通信
技術）を活用した機械・設備の導入や株式会社ＫＤＤＩとの連携
によるスマート農業を支援することにより、経営改善や作業効
率、生産性の向上を図る。

事

業

の

内

容

　■スマート技術を備えた農業機械の導入支援　６，２０７千円
 　①コンバイン（食味・収量センサー付き）
  　 事業費：１４，０９１千円     補助率：３／１０
     補助額：　４，２２７千円
　 ②トラクター（自動操舵機能付き）
　　 事業費：　６，６００千円     補助率：３／１０
   　補助額：　１，９８０千円

　■茶園のモニタリングシステム運用経費　　　　　６００千円
　　　栽培環境データ分析や病害アラート機能　等

　■万願寺甘とうモニタリングシステム運用経費等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，６４３千円
　　　栽培環境データ分析や栽培技術情報の共有、猛暑による
　　　尻腐れ発生率の調査　等

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 スマート農業支援事業費

費　　目 農林水産業費 農業費 農業振興費

事 業 費 ８,４５０ 千円
予 算 書 ４８



No. 77

款 項 目

一 般 財 源         96

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他        600 ふるさと応援寄附金 20

国 支 出 金          -

府 支 出 金      3,832
京野菜等生産加速化事業費補助金(4.5/10、
5/10）

17

事

業

の

目

的

　京都府で初めて地理的表示(ＧＩ)保護制度に登録された『万願
寺甘とう』のさらなる安定供給とブランド力向上を図り、本市農
業者の農業経営の基盤となるよう生産と消費拡大の両面から支援
を行う。

事

業

の

内

容

１．「万願寺甘とう」の生産拡大を図るための施設等の整備
　(1)パイプハウス整備支援　　　　３，０００千円
　　　　予定施設：１棟
　　　　補 助 率：５／１０
　(2)生産・流通改善条件整備支援　　　８３２千円
　　　　予定設備：遮光ネット、遮光ネット内張、
                 ＰＯ（赤外線反射フィルム）　他
　　　　補 助 率：４．５／１０
　
２．プロモーション活動経費　 　　　　６９６千円
　　・京野菜「万願寺甘とう」広報メディアの活用等

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 万願寺甘とう振興事業費

費　　目 農林水産業費 農業費 農業振興費

事 業 費 ４,５２８ 千円
予 算 書 ４８



No. 78

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 茶業振興対策事業費

費　　目 農林水産業費 農業費 農業振興費

事 業 費 ２,８８８ 千円
予 算 書 ４８

事

業

の

目

的

　全国茶品評会「かぶせ茶の部」において、令和５年度産地賞を
受賞するなど、品質の高いお茶の産地である「舞鶴産のお茶」の
ブランド力の向上と、茶樹の新植・改植等による生産拡大を目指
す。

事

業

の

内

容

１．舞鶴産のお茶ＰＲ事業　　１５８千円

２．茶業振興事業　　２，７３０千円
　事業主体：舞鶴茶生産組合
　(1) 茶樹の新植・改植に要する苗代等の支援（実施面積１５ａ）
　　　１，５００千円
　　（補助率：７．５／１０）
　(2) 新植・改植を行った茶園を対象とした肥料代等の支援
　　　（実施面積　定植２年目３０a、定植１年目２２ａ）
　　　　　７８０千円
　　（１０ａ当たり１５０千円）
　(3) 全国茶品評会出品奨励金  ４５０千円
　　　　出品茶１点につき３０千円を交付

国 支 出 金          -

府 支 出 金        800 宇治種改植加速化支援事業費補助金（4/10） 17

         -

そ の 他      2,000 ふるさと応援寄附金 20

一 般 財 源         88

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 79

款 項 目

一 般 財 源          -

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金      3,260 府営土地改良事業委託金 19

事

業

の

目

的

　ほ場整備（区画整理）を実施することにより、営農労力の省力
化、効率化、生産性の向上による農業経営基盤の確立を図るとと
もに、当該事業の実施により認定農業者等への農地集積を図る。

事

業

の

内

容

○農地中間管理機構関連農地整備事業
　※強力に農地集積と農業競争力の強化を図るため、全ての農地
　　を農地中間管理機構に預け、80％以上を認定農業者・法人に
　　貸し付けると共に、販売額を20％以上向上するなどの条件の
　　もと、国が地元負担分の補助率を引き上げ実施する事業。
　
 ・朝来中地区　換地処分等業務　3,260千円（府営事業を受託）

<参考>
☛府営土地改良事業費負担金（24,625千円）の府実施事業に係る
　市負担分は別途計上
　朝来中地区  （13,000千円）
　泉源寺地区  （ 2,000千円）
　舞鶴女布地区（ 9,625千円）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 基盤整備促進事業費

費　　目 農林水産業費 農業費 農地費

事 業 費 ３,２６０ 千円
予 算 書 ４９



No. 80

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 有害鳥獣被害防止対策事業費

費　　目 農林水産業費 林業費 林業振興費

事 業 費 ８０,９１６ 千円
予 算 書 ５０

事
業
の
目
的

　有害鳥獣の捕獲に対する支援、担い手の育成、処理施設の円滑
な運用等による捕獲活動と、行政や地域等が一体となって取り組
む侵入防止柵の設置等によって防除を推進し、農作物被害の低減
を図る。

事

業

の

内

容

１．猟友会及び捕獲従事者育成支援事業　　　（２，６３３千円）
　　・猟友会の有害鳥獣捕獲活動に係るハンター保険・自動車保険の支援

　　・狩猟者の担い手確保対策経費（狩猟登録及び猟銃等購入経費の支援)

２．捕獲事業・捕獲活動事業　　　　　　　（７２，７４０千円）
　　・猟友会の有害鳥獣捕獲に対する出動・捕獲報償費　　　　 66,549千円

　　　　※森林保護のため、狩猟期のシカ捕獲報償費に森林環境譲与税を

　　　　　4,000千円充当（No.81参照）
　　・有害鳥獣駆除期間中の連絡調整や捕獲確認の立会等の経費　6,191千円

３．サル被害防止対策　　　　　　　　　　　　　 (９４５千円）
　　・餌付けによる捕獲、追払い用花火支給による地域支援経費

４．有害鳥獣被害防止対策協議会負担金　　　　　（１４５千円）

５．中丹地域有害鳥獣処理施設一時保管庫管理経費
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１，３３１千円）

６．鳥獣撃退用具購入に対する支援　　　　　　　　（６０千円）

７．地域が行う捕獲・防除活動への支援 　　 （１，２４２千円）
　　・鳥獣侵入経路等調査支援経費　　　　　　　　　　　　　　  642千円

　　・捕獲通報装置購入事業費補助金　　　　　　　　　　　　　  300千円

　　・集落内放置果樹対策事業費　　　　　                      300千円

８．ニホンジカ有効活用事業費（新規）    　（１，８２０千円）
    ・捕獲個体の有効活用に向けた実証実験に係る経費

国 支 出 金          -

府 支 出 金     28,368
野生鳥獣被害総合対策事業費補助金(1/2、定額)
きょうと地域連携交付金（1/2）

17

         -

そ の 他        900 ふるさと応援寄附金 20

一 般 財 源     51,648

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 81

款 項 目

一 般 財 源     25,000

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財
源
内
訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事
業
の
目
的

　森林経営管理制度において、林業施業地集積に取り組む地域に
対し、集約化の前提となる意向調査や境界明確化を実施し林業施
業の促進を図ることで、地球温暖化対策や水源涵養などの森林の
多面的機能の維持・森林資源の活用の推進を図る。

事

業

の

内

容

　①今後の林業施業地集積の基礎資料とするため、市内森林での
　　航空レーザ計測の実施。
　②林業施業地集積に対する意向がまとまっている地域において
　　航空レーザ計測の成果を活用し境界明確化作業を実施。
　③境界明確化が終了した森林の所有者に対する意向調査を実施。
　　※森林整備や木材利用促進などのために国から譲与される森
　　　林環境譲与税（財源区分は一般財源）を財源として実施。
　　（歳入予算は予算書５頁を参照。）

【参考】森林環境譲与税　　　　　　　　　　　　　　　　　55,100千円
　　　　豊かな森を育てる基金（森林環境譲与税分）繰入金   1,879千円
　　　　同基金利子　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21千円

  充当先内訳　森林経営管理推進経費　　　　　　　　　 　25,000千円
　　　　　　　モデル皆伐再造林事業費　　　　　　　　 　15,000千円(No.83）
　　　　　　　山から地域を元気にする事業費補助金　　　  3,000千円(No.84）
　　　　　　　新たな林業施業地開拓事業費補助金　　　　 10,000千円(No.85）
　　　　　　　有害鳥獣被害防止対策事業（シカ捕獲報償費) 4,000千円(No.80の内数）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 森林経営管理推進経費

費　　目 農林水産業費 林業費 林業振興費

事 業 費 ２５,０００ 千円
予 算 書 ５０



No. 82

款 項 目

一 般 財 源          -

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財
源
内
訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金     35,000 災害に強い森づくり事業委託金 19

事

業

の

内

容

事

業

の

目

的

　令和５年８月の台風７号豪雨災害により荒廃した森林におい
て、今後の被害を防止するため治山施設を整備する。

○災害に強い森づくり事業費　　３５，０００千円
　　規模の大きな治山事業について府の委託事業により、治山施
　設を整備し荒廃した森林の整備を実施する。

　・施工箇所（１箇所）桑飼上(小原)地区
　　　測量設計　　　　　１式
　　　山腹工　　　　　　１式
　
　※全体計画（令和６年度～７年度）　総事業費 ４５，０００千円
　　令和６年度　測量設計、工事（山腹工）１式 ３５，０００千円
　　　　７年度　工事（山腹工、森林整備）１式 １０，０００千円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 災害に強い森づくり事業費

費　　目 農林水産業費 林業費 林業振興費

事 業 費 ３５,０００ 千円
予 算 書 ５０



No. 83

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 モデル皆伐再造林事業費

費　　目 農林水産業費 林業費 林業振興費

事 業 費 １５,０００ 千円
予 算 書 ５０

事

業

の

目

的

　森林資源の循環利用に向け、今後の森林整備に必要とされる技
術や知識を蓄積するため、市所有人工林をモデル森林に再造林事
業を実施する。

　※森林環境譲与税充当事業

事

業

の

内

容

　１．実施予定箇所
　　　　舞鶴自然文化園内人工林（約５ｈａ）

　２．事業内容
　　　　人工林伐採後の効率的な再造林や獣害対策などの
　　　低コストな再造林の手法を試験的に実施し、得られた
　　　知見を今後の森林施業に活用。
　　　　※想定される内容
　　　　　　成長の早い樹種や低密度植栽による再造林
　　　　　　頻度の少ない下草刈りの実施
　　　　　　効果的な獣害対策の試行

国 支 出 金          -

府 支 出 金  -

         -

そ の 他      1,900
豊かな森を育てる基金（森林環境譲与税分）
繰入金及び基金利子

19・21

一 般 財 源 13,100

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 84

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 山から地域を元気にする事業費補助金

費　　目 農林水産業費 林業費 林業振興費

事 業 費 ３,０００ 千円
予 算 書 ５０

事

業

の

内

容

事

業

の

目

的

　里山保全活動に取り組む地域や団体を積極的に支援し、地域課
題である放置竹林の減少や里山林の整備促進をはじめ、良好な景
観の保全や、獣害・自然災害のリスク低減を図るとともに、新た
な活動の裾野を広げることで、地域コミュニティの活性化を図
る。

　※森林環境譲与税充当事業

１．補助対象
　①里山整備・保全等の活動に年３回以上取り組む地域や団体
　②上記の活動に係る補助対象経費が１００千円を超える場合

２．補助率：定額（上限５００千円）

３．対象となる経費
　機械購入・修繕費、消耗品費、保険料、資機材レンタル費、
　伐採等に係る委託費、林産物の特産品化に係る研究・開発費、
　里山整備に資する地域イベント開催費用など

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

         -

そ の 他          -

一 般 財 源      3,000

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財
源
内
訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 85

款 項 目

一 般 財 源     10,000

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財
源
内
訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事

業

の

内

容

事

業

の

目

的

　林業事業体の新たな施業地確保を図るため、事業性のある森林
と既設林道までの区間の作業道の新設・改修・倒木竹除去に対す
る支援を行うことにより、標準伐期齢を超えた森林の間伐等の促
進と、森林の多面的機能の確保を図る。

　※森林環境譲与税充当事業

　１．補助対象：市内林業事業体
　
　２．補助要件：
　　①敷設する作業道の終点に伐採予定地があること
　　②皆伐を行った場合、その後の経営を確約すること

　３．補助率：定額（上限5,000千円）

　４．対象作業：
　　作業道開設・改良・拡幅、人工造林（地拵え～植栽）、
　　下刈り、侵入竹・倒伏木等撤去、鳥獣防護柵設置など

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 新たな林業施業地開拓事業費補助金

費　　目 農林水産業費 林業費 林業振興費

事 業 費 １０,０００ 千円
予 算 書 ５０



No. 86

款 項 目

課

20そ の 他

一 般 財 源

ふるさと応援寄附金

中井　哲也 1240農林水産振興

        13

担当課

       800

財

源

内

訳

デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 13国 支 出 金

頁５１
１,５００

予算書区 分

事 業 区 分

　本市の重要な地域資源である「舞鶴のさかな」や「京野菜」に
ついて首都圏に向けたＰＲを積極的に展開し、地元産品のブラン
ド価値向上と首都圏へのさらなる販路拡大を図る。

〇ブランド価値向上、販路の拡大に向けた取組
　
　①首都圏のホテルでの「京都舞鶴フェア2024」の開催にあわせて、
　　オープニングイベントと試食取材会を開催。（1,400千円）
　
　②上記①に先立ち、担当料理人を招へいする産地見学会を実施。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（100千円）
　
　③首都圏での舞鶴産品の取扱店舗の増加のためのマッチング
　
　④ＳＮＳ等を活用した舞鶴産品のプロモーション

新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名

費　　目

       687

 -府 支 出 金

事

業

の

内

容

内線
番号

京都舞鶴「食」の魅力発信事業費

課長名

事 業 費

農林水産業費

歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 )金　額(千円)

地 方 債

水産業費

千円

水産業振興費

予 算 書

事
業
の
目
的

         -



No. 87

款 項 目

         -

課

７４０

予算書区 分

スマート漁業支援事業費

課長名

事 業 費

農林水産業費

歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 )金　額(千円)

地 方 債

水産業費

千円

水産業振興費

予 算 書

事

業

の

目

的

一 般 財 源

ふるさと応援寄附金       300

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名

費　　目

       370

 -府 支 出 金

事

業

の

内

容

〇「丹後とり貝」漁場環境モニタリング
　養殖筏に多項目センサーを設置し、生育状況の計測データの蓄積と分
析を行うことで、科学的な根拠に基づく養殖へと転換を図り、品質の向
上と増産、安定供給へとつなげる。

　・漁船運航に係る謝礼（480千円）
　・とり貝養殖コンテナ用資材（アンスラサイト）の購入（260千円）

13国 支 出 金

頁５２

事 業 区 分

　漁業従事者の高齢化、担い手不足という課題解決に向け、株式
会社ＫＤＤＩ及び京都府漁業協同組合との連携によるＩＣＴ（情
報通信技術）やＩｏＴ等の先進技術の機械、設備システムを取り
入れたスマート漁業を研究し、省力化と高品質・高収益な漁業の
実現を目指す。

新規・拡大・継続

中井　哲也 1240農林水産振興

        70

担当課

財

源

内

訳

内線
番号

デジタル田園都市国家構想交付金（1/2）

20そ の 他



No. 88

款 項 目

内線
番号

共同利用施設設置事業費補助金

課長名

事 業 費

農林水産業費

歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 )金　額(千円)

地 方 債

水産業費

千円

水産業振興費

予 算 書

事

業

の

目

的

     2,100

18

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名

費　　目

         -

沿岸漁業構造改善対策事業費補助金（54/100）    11,550府 支 出 金

事

業

の

内

容

国 支 出 金

頁５２
１３,６９０

予算書区 分

事 業 区 分

　「危険物の規制に関する規則」の改正等により、野原地区の燃
油補給施設が設置後４０年を経過し、継続使用が不可能となるこ
とから、地区内に燃油補給施設整備に対する支援を行い、漁業者
の生産活動維持、漁業経営の安定化を図る。

〇補助対象者
　　京都府漁業協同組合

○補助事業内容
　　燃油補給施設整備に係る経費に対する補助（野原漁港）

○補助率
　　補助対象事業費の６４/１００
　
　うち、国補助金　補助率　補助対象事業費　５０/１００
　　　　府補助金　補助率　補助対象事業費　　４/１００

新規・拡大・継続

課

そ の 他

一 般 財 源

中井　哲也 1240農林水産振興

        40

担当課

 -

財

源

内

訳

辺地債 23



No. 89

款 項 目

一 般 財 源         42

担当課 農林水産振興 課 課長名 中井　哲也
内線
番号

1240

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債     16,500 水産業債 22

そ の 他      2,625 漁港施設長寿命化事業費分担金 7

国 支 出 金          -

府 支 出 金     33,333 水産物供給基盤機能保全事業費補助金(2/3) 18

事

業

の

目

的

　老朽化によって更新等が必要な市管理漁港施設を対象に、計画
的に修繕等を行うことで、施設の長寿命化を図り、今後必要とな
る更新コストの縮減や平準化を図る。

事

業

の

内

容

○漁港施設長寿命化事業
　　漂砂等による砂の堆積により漁船等船舶の停泊や操船に必要
　な水深が確保されていない漁港施設（泊地）の保全を図る。

  ・竜宮浜漁港（三浜地区）
　　　長寿命化工事（防砂突堤整備）

　※全体計画（令和４年～８年）
　　　令和４年度　 　 測量設計
　　　令和５～８年度　長寿命化工事(防砂突堤整備、浚渫)

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 漁港施設長寿命化事業費

費　　目 農林水産業費 水産業費 漁港管理費

事 業 費 ５２,５００ 千円
予 算 書 ５２



No. 90

款 項 目

一 般 財 源      1,100

担当課 観光振興 課 課長名 竹原　良治
内線
番号

1261

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債 　 　

そ の 他

国 支 出 金      1,100 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 13

府 支 出 金 　 　

事

業

の

目

的

　2025年の大阪・関西万博を見据え、本市が有する日本遺産の構
成文化財等の地域資源をめぐるツアーを造成し、万博を契機とし
て国内外からの誘客を図り、観光入込客数の増加、観光消費額を
増大させ、活力あるまちづくりを推進する。

事

業

の

内

容

〇日本遺産を活かした旅行商品の造成
　大阪を含めたツアー商品造成のため、日本遺産構成文化財を
　めぐるモニターツアーの実施　　　　　　　[1,200千円]

〇観光拠点形成に向けた環境整備や施設整備
　多言語サイン作成・設置　　　　　　　　　[1,000千円]
　（北吸トンネルほか６か所予定）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 ２０２５年大阪・関西万博連携事業費

費　　目 商工費 商工費 観光振興費

事 業 費 ２,２００ 千円
予 算 書 ５３



No. 91

款 項 目

一 般 財 源      4,748

担当課 観光振興 課 課長名 竹原　良治
内線
番号

1261

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債     20,700 辺地債 23

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金      1,200 きょうと地域連携交付金（1/2） 18

事

業

の

目

的

事

業

の

内

容

〇海浜エリア振興事業 【２４，１４８千円】
　・海浜エリアプロモーション
　・海浜エリアの清掃業務
　・三浜海浜施設改修工事　など

〇城下町エリアみなとオアシス推進事業　【２，５００千円】
　・城下町エリアにおける観光誘客イベントの開催　など

　舞鶴ならではの歴史や文化、自然、食など、地域ごとの魅力的
な観光資源を掘り起こし、観光振興による交流人口の拡大を図る
とともに、市民が愛着の持てる観光まちづくりを推進する。
　令和６年度は、それぞれの地域や関係機関等と協力しながら、
恵まれたビーチコンテンツをテーマに集客できる「海浜エリア」
細川幽斎と田辺城をテーマに賑わい創出が期待できる「城下町エ
リア」のエリアブランド価値を高める。

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 地域資源を活かしたエリアブランディング事業費

費　　目 商工費 商工費 観光振興費

事 業 費 ２６,６４８ 千円
予 算 書 ５３



No. 92

款 項 目

     1,000 きょうと地域連携交付金（1/2） 18

1250

そ の 他        200
雑入（日本海にぎわい・交流海道ネットワーク活
動支援費）

22

一 般 財 源      1,120

担当課 課長名 中山　隆司
内線
番号

みなと振興・国際交流 課

事

業

の

目

的

　みなと周辺を核とした賑わいをさらに広げるため、「みなとオ
アシス」登録エリアにおいて、地域・民間・行政等が一体となり
「京都舞鶴ベイサイドフェスタ」の開催など、舞鶴の港ならでは
の魅力を発信する取組を展開するとともに、エリア内施設等を含
めたエリア全体の活性化について調査研究を行い、エリア周辺環
境の充実に取り組む。

【みなとオアシス】
　地域住民の交流や観光の振興を通じた地域の活性化に資する「みなと」を核とし
たまちづくり促進のため、住民参加による地域振興の取組が継続的に行われる施設
（海浜・旅客ターミナル・広場など）として、国土交通省港湾局長が認定する交流
拠点

事

業

の

内

容

・官民で構成する「みなとオアシス京都舞鶴うみとびら運営協議
　会」の開催及び同協議会による「みなと」を核としたまちづく
　りに向けた検討

・みなとオアシス登録施設を活用した賑わい創出に向けたイベン
　ト開催　　　【2,092千円】

・「みなとオアシス京都舞鶴うみとびら」を周知するための広報
　活動　など　【228千円】

国 支 出 金          -財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

府 支 出 金

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 みなとオアシス活用事業費

費　　目 商工費 商工費 観光振興費

事 業 費 ２,３２０ 千円
予 算 書 ５３



No. 93

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 京都舞鶴港クルーズ推進事業費

費　　目 商工費 商工費 観光振興費

事 業 費 ９,５１３ 千円
予 算 書 ５３

事

業

の

目

的

　京都の海からお客様をお迎えできる「港まちの強み」を生か
し、地域特性に応じた多様なクルーズ寄港の促進と、インバウン
ド観光などによる地域への経済効果の波及、さらには、市民との
交流機会の創出など、多様な観点から好循環を生み出していく。

事

業

の

内

容

◆クルーズ誘致プロモーション事業　[3,963千円]
　・国内、海外船社への直接アプローチ
　・市民との交流の機会の創出

◆寄港受入対応　[5,050千円]
　・観光案内をはじめとした地域経済への波及効果の拡大
　・乗客の満足度向上に向けた取り組み

◆環日本海における他港との連携　[500千円]
　・環日本海クルーズ推進協議会におけるクルーズ誘致に向け
　　た取組

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

         -

そ の 他          -

一 般 財 源      9,513

担当課 みなと振興・国際交流 課 課長名 中山　隆司
内線
番号

1250

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 94

款 項 目

一 般 財 源      2,480

担当課 産業創造・雇用促進 課 課長名 山本　仁士
内線
番号

1212

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債

そ の 他

国 支 出 金

府 支 出 金      2,400 きょうと地域連携交付金（1/2） 18

事

業

の

目

的

　舞鶴商工会議所をはじめ、地域の金融機関や、国・京都府等の
支援機関との連携のもと、産業振興プラットフォームを構築し、
各支援機関が持つノウハウやネットワーク、支援メニューを効果
的に提供しながら伴走支援を行い、市内企業の経営革新や基盤強
化を促進し、地域経済の活性化を図る。

事

業

の

内

容

　商工会議所、金融機関や各支援機関と連携し、市内事業所の
ニーズや課題に応じた各種支援制度等の情報提供、伴走支援等を
実施する。

＜主な取組＞
・プラットフォームの管理・運営、伴走支援による専門相談等の
　実施など　[3,070千円]
・ＷＥＢツールの構築、顧客管理システム(ＣＲＭ)による事業所
　のニーズ・課題に応じた情報発信など　[1,810千円]

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 産業振興プラットフォーム推進事業費

費　　目 商工費 商工費 商工振興費

事 業 費 ４,８８０ 千円
予 算 書 ５３



No. 95

款 項 目

一 般 財 源      5,355

担当課 産業創造・雇用促進 課 課長名 山本　仁士
内線
番号

1212

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債

そ の 他

国 支 出 金      3,525 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 13

府 支 出 金      1,500 きょうと地域連携交付金（1/2） 18

事

業

の

内

容

　市内事業者が原材料・燃料価格の高騰や人材不足等の様々な経
営課題に直面する中、舞鶴商工会議所や金融機関など関係機関が
一体となって、デジタル化・ＤＸ促進による労働生産性の向上を
はじめ、専門人材の活用支援や各種セミナー等の開催を通じた競
争力、経営力向上を図るとともに、創業支援・フォローアップを
行い、創業促進及び経営安定化を図る。

事

業

の

目

的

　舞鶴商工会議所、金融機関、支援機関等と連携し、以下の事業
等を実施する。

〇中小企業デジタル化推進事業　　　　　　　[4,400千円]
　　ＤＸ等に要する専門家派遣、ソフト導入経費補助など
〇舞鶴市専門・副業人材活用支援事業　　　　[1,150千円]
　　専門人材等マッチングサイトの活用支援など
〇内発型産業振興事業費補助金　　　　　　　  [150千円]
　　能力開発セミナー等受講料補助
〇市内事業者創業応援事業　　　　　　　　　[1,500千円]
　　創業塾、創業サロンの開催など
〇市内事業者育成支援事業　　　　　　　　　[1,680千円]
　　経営革新・多角化等、競争力向上セミナーの開催など
〇まちなかエリア出店推進事業　　　　　　　[1,500千円]
　　居住誘導区域及び周辺への新規出店補助

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 ビジネス成長応援プロジェクト事業費

費　　目 商工費 商工費 商工振興費

事 業 費 １０,３８０ 千円
予 算 書 ５３



No. 96

款 項 目

一 般 財 源         98

担当課 産業創造・雇用促進 課 課長名 山本　仁士
内線
番号

1212

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他      1,400 ふるさと応援寄附金 20

国 支 出 金      1,497 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 13

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　地域の若者をはじめとする多くの人に、独自の技術や特長的な
サービスを提供する事業所や、従業員のキャリア育成や柔軟な働
き方の導入、やりがいづくりに工夫を凝らしている事業所など、
魅力的な地元企業の仕事の現場を公開・発信することで、地域へ
の愛着を育むとともに、地域で働くことにつなげることを目指
す。

事

業

の

内

容

①自社の魅力発見・発信を支援
　　参加企業によるワークショップ、企業見学メニューの造成等

②まいづるグッドカンパニーイベントの実施
　　普段は見られない仕事の現場を公開

③その他
　　地元高等学校等の総合的な探求の時間などとの連携を図る

【参考】令和5年度参加企業：12社

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 まいづるグッドカンパニー情報発信事業費

費　　目 商工費 商工費 商工振興費

事 業 費 ２,９９５ 千円
予 算 書 ５３



No. 97

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 まいづる産品戦略的マーケティング事業費

費　　目 商工費 商工費 商工振興費

事 業 費 ８,０５１ 千円
予 算 書 ５３

事

業

の

目

的

　まいづる産品の魅力を向上させ、ふるさと納税のさらなる拡大
や本市のまちづくりや魅力に関心を寄せていただける方の増加に
つなげるため、専門人材等の活用により、まいづる産品のマーケ
ティングやプロモーションを強化し、ブランド化と販路拡大を促
進する。

事

業

の

内

容

〇専門的な知識やスキルを持つ副業人材によるマーケティングや
　プロモーションの実施　　　　　　　　　　　　[2,000千円]
　ふるさと納税のニーズやトレンドをマーケティングにより把握
　するとともに、返礼品掲載Ｗｅｂサイト内での回遊性向上の仕
　組みを構築。

〇まいづる産品ブランド化支援事業　　　　　　　[1,000千円］
　まいづる産品の一体的なプロモーションによる、認知度の向上
　とブランド化。

〇まいづる産品販路拡大事業　　　　　　　　　   ［500千円］
　直接販売など、Ｗｅｂサイト以外の提供手法について検討。

〇まいづる産品プロモーション事業　　　　　　 ［4,551千円]
　首都圏、京阪神でのまいづる産品の認知度アップ。

国 支 出 金      3,950 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 13

府 支 出 金          -

         -

そ の 他      4,100 ふるさと応援寄附金 20

一 般 財 源          1

担当課 観光振興 課 課長名 竹原　良治
内線
番号

1261

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No. 98

款 項 目

一 般 財 源     31,020

担当課 産業創造・雇用促進 課 課長名 山本　仁士
内線
番号

1212

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他  -

国 支 出 金          -

府 支 出 金  -

事

業

の

目

的

　地域経済の活性化を図るため、新規の企業誘致に取り組むとと
もに、市内立地企業の施設・設備等の新増設などを積極的に支援
する。

事

業

の

内

容

①働く場の創出企業立地促進補助（６，０００千円）
　 働く場の創出補助金　３件

②企業立地経営円滑化補助（２１，７１０千円）
　 大口水道使用企業に対する水道料金の一部補助　４件

③サテライトオフィス設置補助（１，０００千円）
　 ＩＴ関連企業などのサテライトオフィスの設置を支援

④企業誘致推進対策事業（２，３１０千円）
　 新たな企業誘致のための情報収集、個別企業訪問の推進 等

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 企業誘致実現プロジェクト事業費

費　　目 商工費 商工費 商工振興費

事 業 費 ３１,０２０ 千円
予 算 書 ５３



No. 99

款 項 目

一 般 財 源     19,015

担当課 みなと振興・国際交流 課 課長名 中山　隆司
内線
番号

1250

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金  -

事

業

の

目

的

　国際理解の促進や、次世代の国際人材の育成を目指すため、姉
妹・友好都市及び友好交流を進める各都市と、みなと・観光・文
化・スポーツ・教育・産業など幅広い分野における交流事業に取
り組む。

事

業

の

内

容

・ポーツマス市訪問青少年英語研修事業
・大連市少年使節団受入事業
・浦項市への青少年訪問団派遣事業
・各種代表団受入・派遣・オンライン交流事業
・ウズベキスタン人国際交流員の配置
・国際交流活動年次報告書の作成

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 国際交流活動推進費

費　　目 商工費 商工費 貿易振興費

事 業 費 １９,０１５ 千円
予 算 書 ５４



No.

款 項 目

みなと振興・国際交流

福祉企画
課

一 般 財 源         30

担当課 課長名
　中山　隆司
　山本　仁志

内線
番号

1250
2290

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他      1,800 ふるさと応援寄附金 20

国 支 出 金          -

府 支 出 金  -

事

業

の

目

的

　ウズベキスタン共和国リシタン地方との間で交わした人材育成
交流に関する覚書に基づき、今後同国の発展に必要とされる産業
技術や介護福祉等の分野において、市内関係機関の協力を得なが
らウズベキスタンの人材育成や市内での就労を支援する。

事

業

の

内

容

〇産業人材育成支援
　対 象 者：近畿職業能力開発大学校京都校入校者
　支援内容：来日渡航費及び入学支度金（１５万円）を支給
　            生活費（１.５万円／月）を支給

〇介護人材育成支援
　対 象 者：特定技能（介護）で来日する市内介護福祉施設就労者
　支援内容：来日渡航費及び就職支度金（１５万円）を支給

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 ウズベキスタン人材育成支援事業費

費　　目 商工費 商工費 貿易振興費

事 業 費 １,８３０ 千円
予 算 書 ５４

100



No.

款 項 目

　京都舞鶴港の一層の貿易振興を図るため、航路の活性化や集貨対策等を

積極的に推進する。

・セミナー開催や展示会出展等のＰＲ活動

・コンテナ定期航路利用促進等のポートセールス

・コンテナ貨物等に対するインセンティブ補助

・貿易情報の収集及び調査

・東アジア諸国等との友好・経済交流の促進
・国内フェリー航路の活性化に向けた貨物・旅客の拡大支援

・【新規】航路の拡充およびトライアル利用の促進  [8,000千円]

<2025年大阪・関西万博関連事業>

・【新規】大阪・関西万博に向けた韓国船社等モニターツアー

 [1,350千円]

地 方 債          -

そ の 他

一 般 財 源     75,066

担当課 みなと振興・国際交流 課 課長名 中山　隆司
内線
番号

1250

府 支 出 金          -

[69,716千円]

事

業

の

目

的

　国、京都府により整備が進む京都舞鶴港の港湾機能を最大限発
揮できるよう、関西経済圏におけるＢＣＰ（事業継続計画）やリ
ダンダンシーとしての重要性を積極的にＰＲし、航路の活性化や
集貨対策、東アジア諸国等との経済交流による創貨活動など、総
合的な貿易振興策を展開する。

事

業

の

内

容

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

         -

国 支 出 金      4,000 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 13

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 101

事 業 名 京都舞鶴港振興事業費

費　　目 商工費 商工費 貿易振興費

事 業 費 ７９,０６６ 千円
予 算 書 ５４



No.

款 目

一 般 財 源        6,844

担当課
建設総務
都市計画

課 課長名
宮嶋　龍二
上羽　譲司

内線
番号

2330
2320

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債            -

そ の 他            -

国 支 出 金        1,838 地籍整備推進調査費補助金（1/2） 13

府 支 出 金       13,302 国土調査費補助金（3/4） 18

５５

事
業
の
目
的

　個々の土地の境界や面積など地籍を明確にすることにより、土地
の流動性を高めるほか、災害時の復旧作業に備えるなど、市民の資
産を守るとともにその価値を高める。

事

業

の

内

容

〇通常地籍調査　１８，０３７千円
　・浜Ⅲ地区　0.09㎢（新規）
　　　街区境界調査、街区境界測量、街区面積測定、
　　　街区境界調査簿作成等
　・伊佐津Ⅱ地区　0.06㎢（継続）
      一筆地調査、一筆地測量、地籍図原図作成等

〇国土調査法19条5項指定による地籍整備　３，９４７千円
　・北浜地区　　　0.32ha
　　　用地測量、19条5項指定申請図書作成
　
　
　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 地籍調査事業費

費　　目 土木費 項 土木管理費 土木総務費

102

事 業 費 ２１,９８４ 千円
予 算 書



No.

款 項 目

一 般 財 源     29,764

担当課 土　木 課 課長名 尾橋　英憲
内線
番号

2350

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債     33,300 道路橋りょう債、辺地債 23

そ の 他        593 雑入（除雪機賃料） 22

国 支 出 金     10,983
社会資本整備総合交付金（2/3）
除雪作業事務委託金

13・14

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　「舞鶴市道路除雪計画」に基づき、バス路線や幹線道路等の除
雪及び凍結防止剤の散布を実施し、冬季における安全で円滑な交
通の確保を図る。

事

業

の

内

容

【対象地域】
　市内全域
○除雪作業
　・大型除雪機によるバス路線を中心とした幹線市道等の除雪
　　業務委託
　・小型除雪機の配備による生活道路の除雪作業支援
○凍結防止剤散布
　・凍結防止剤散布機による凍結防止業務委託
〇除雪機更新
　・大型除雪機　1台（8ｔ車）
　・小型除雪機　6台（トラクター式3台、ロータリー式3台）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 103

事 業 名 道路除雪対策事業費

費　　目 土木費 道路橋りょう費 道路維持費

事 業 費 ７４,６４０ 千円
予 算 書 ５５



No.

款 項 目

一 般 財 源          -

担当課 土　木 課 課長名 尾橋　英憲
内線
番号

2350

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債     61,200 道路橋りょう債 23

そ の 他     14,300 都市開発推進基金繰入金 20

国 支 出 金     74,800
社会資本整備総合交付金（5.5/10）
交通安全対策補助金（5.5/10）

13

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　子供、高齢者などの交通弱者や自転車が、安全で安心に通行
できる道路整備を進め、快適で安全・安心なまちづくりを推進
する。

事

業

の

内

容

○歩道整備や交差点改良等、通学路等の交通安全対策を推進
　[対象路線]
　　・丸山通線（丸山口町）　　　　　　歩道設置
　　　計画総延長60ｍ　　　うち令和６年度実施分 40m
　
　　・宮下谷口線ほか1線（公文名ほか） 歩道設置
　　　計画総延長630ｍ　　 うち令和６年度実施分 用地補償

　　・浜白鳥線（森三本木）　　　　　　歩道設置
      計画総延長250ｍ　　　うち令和６年度実施分 100m

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 交通安全推進事業費

費　　目 土木費 道路橋りょう費 道路新設改良費

事 業 費 １５０,３００ 千円
予 算 書 ５６

104



No.

款 項 目

一 般 財 源         50

2350担当課 土　木 課 課長名 尾橋　英憲
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

23

そ の 他     14,600 都市開発推進基金繰入金 20

地 方 債     54,400 道路橋りょう債

    66,500 社会資本整備総合交付金（1/2、5.5/10） 13

府 支 出 金          -

事 業 費 １３５,５５０ 千円
予 算 書 ５６ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　国道や府道を補完する幹線市道の整備を進め、本市の経済の活
性化及び交通の円滑化と安全性の向上を図る。

事

業

の

内

容

[対象路線]
　・和泉通線（森本町）　　　　　拡幅改良
    計画総延長350m　　　うち令和６年度実施分160m

　・引土境谷線（伊佐津、境谷）　拡幅改良
    計画総延長670m　　　うち令和６年度実施分60m

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 幹線道路整備事業費

費　　目 土木費 道路橋りょう費 道路新設改良費

105



No.

款 項 目

一 般 財 源     22,350

担当課 土　木 課 課長名 尾橋　英憲
内線
番号

2350

地 方 債     52,700 道路橋りょう債 23

そ の 他

事

業

の

目

的

　橋りょう長寿命化修繕計画に基づく点検や修繕工事を実施し、
将来にわたるトータルコストの縮減や平準化を図る。

事

業

の

内

容

　○橋りょう長寿命化修繕計画に基づく点検及び修繕等
　（点検）１２０橋（うち業者委託１１８橋、職員直営２橋）
　（修繕）　相生橋、クレインブリッジ航路標識他
　（更新）　大橋（高野川河川改修に伴う架替え負担金）

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

    22,100
市道管理基金繰入金
都市開発推進基金繰入金

20・21

国 支 出 金     83,325 道路メンテナンス事業補助金（5.5/10） 13

府 支 出 金          -

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 橋りょう長寿命化事業費

費　　目 土木費 道路橋りょう費 橋りょう費

事 業 費 １８０,４７５ 千円
予 算 書 ５６

106



No.

担当課
浸水対策
土　木

課 課長名
岡野　恭憲
尾橋　英憲

内線
番号

2310
2350

事

業

の

目

的

　東西市街地の浸水対策事業として、浸水被害の軽減を図る事を
目的に総合的な治水対策を実施し、安全・安心なまちづくりを推
進する。
  

事

業

の

内

容

《雨水処理対策:下水道事業会計７３４，５００千円》No.135
　◆西地区浸水対策事業
　　　京都府の高野川整備事業と連携し、内水排除ポンプを整備し
　　浸水被害の軽減を図る。また、西Ⅱ期に係る雨水総合管理計画
　　の策定を行う。
　◆東地区浸水対策事業
　　　東地区の浸水対策を進めていくため、雨水総合管理計画の変
　　更を行う。

《市街地浸水対策:一般会計１１，２７０千円》No.108
　◆逆流防止施設設置工事
　　　高野川や支川から排水路等を通じた市街地内への逆流に対し
　　て、排水路の吐出口に逆流防止施設を設置する。
　◆宅地嵩上げ助成制度
　　　東西市街地の対象区域において、住宅等の地盤の嵩上げを行
　　う者に対して、その費用の一部を助成する。
  ◆雨水貯留施設（マイクロ呑龍）補助制度
　　　西市街地の対策区域において、個人で設置する雨水貯留施設
　　費用の一部を補助する。
　◆逆流防止施設等保守
　　　西浸水対策事業区域において設置した逆流防止施設及び水位
　　計の保守等を行う。
　◆排水ポンプ車維持管理
　　　排水作業に備えて、市所有の排水ポンプ車の維持管理を行う。

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 107

事 業 名 ＜概要版＞東西市街地の浸水対策事業について

費　　目 一般会計（土木費）及び下水道事業会計

事 業 費 ７４５,７７０ 千円
予 算 書 －



No.

款 項 目

一 般 財 源 5,670

2310
2350

担当課
浸水対策
土　木

課 課長名
岡野　恭憲
尾橋　英憲

内線
番号

23

そ の 他          -

財

源

内

訳

金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金         50 下水道防災事業費補助金（1/3） 13

府 支 出 金         50 雨水貯留施設設置事業費補助金（1/3） 18

地 方 債      5,500 河川債

◆逆流防止施設設置工事
　　高野川や支川から排水路等を通じた市街地内への逆流に対
　して、排水路の吐出口に逆流防止施設を設置する。
◆宅地嵩上げ助成制度
　　東西市街地の対象区域において、住宅等の地盤の嵩上げを
　行う者に対して、その費用の一部を助成する。
◆雨水貯留施設（マイクロ呑龍）補助制度
　　西市街地の対象区域において、個人で設置する雨水貯留施
　設費用の一部を補助する。
◆逆流防止施設等保守
　　西浸水対策事業区域において設置した逆流防止施設及び水
　位計の保守等を行う。
◆排水ポンプ車維持管理
　　排水作業に備えて、市所有の排水ポンプ車の維持管理を行
　う。

事 業 費 １１,２７０ 千円
予 算 書 ５７ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事
業
の
目
的

　東西市街地の浸水対策事業として、浸水被害の軽減を図る事
を目的に総合的な治水対策を実施し、安全・安心なまちづくり
を推進する。
  

事

業

の

内

容

令和６年度　主な事務事業調 108

事 業 名 浸水対策事業費

費　　目 土木費 河川費 河川総務費



No.

款 項 目

令和６年度　主な事務事業調 109

事 業 名 河川整備事業費

費　　目 土木費 河川費 河川総務費

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　浸水被害を引き起こしている箇所の河川整備及び浚渫を行い、
安全で災害に強いまちづくりを推進する。

事 業 費 １０１,７００ 千円
予 算 書 ５７ 頁

事

業

の

内

容

［対象地域］
　・蒲江川　（蒲江）　護岸改修　L=約30ｍ
　・西ノ谷川（岸谷）　護岸改修　L=約15ｍ
　・榎川　（余部上）　護床改修　L=約60ｍ
　・砂田川（桑飼上）　　浚渫　　L=約750ｍ　他
　

（豊かな森を育てる府民税市町村交付金分）
　・野村寺地区水路　　　治山施設下流水路整備

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金          -

そ の 他     10,650
豊かな森を育てる基金（府民税交付金分）
繰入金及び基金利子
都市開発推進基金繰入金

19・
20・21

府 支 出 金      1,050 豊かな森を育てる府民税市町村交付金(定額) 18

地 方 債     79,500 河川債 23

一 般 財 源     10,500

内線
番号

2350
1240

担当課
土　木

農林水産振興
課 課長名

尾橋　英憲
中井　哲也



No.

款 項 目

　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 110

事 業 名 国・府河川整備促進事業費

費　　目 土木費 河川費 河川総務費

事 業 費 ８,９３０ 千円
予 算 書 ５７

事

業

の

目

的

　国や府の水防災事業の効果を発揮させるため、水害時の内水を
スムーズに排出させるための水路整備を実施し、安全・安心な生
活環境づくりを推進する。

事

業

の

内

容

○志高排水路の整備費
　輪中堤内の雨水等をスムーズに排出させるための水路整備を行
う。

   　・水路設置、法面保護工　L=19.9ｍ

　平成２８年度から志高排水路（全体延長L=1,135.8ｍ）の整備を
行っており、令和６年度で完成予定。

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

     8,200 河川債 23

そ の 他          -

一 般 財 源        730

担当課 国・府事業推進 課 課長名 小西　征良
内線
番号

3440

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No.

款 項 目

一 般 財 源      2,500

担当課 みなと振興・国際交流 課 課長名 中山　隆司
内線
番号

1250

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他          -

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　昭和４８年度の北吸地区の敷地造成に伴い、東体育館西側に設
置した矢板護岸の適正な維持管理により、護岸の長寿命化を図
る。

事

業

の

内

容

　護岸長寿命化のため、平成７年に設置した電気防食装置につい
て現状確認調査を行う。

○調査内容　陽極消耗調査、電位測定

［北吸埋立護岸］
　完成　昭和４８年度
　延長　１４９．２ｍ
　矢板　鋼矢板（腐食防止のため電気防食装置６７個設置）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 北吸埋立護岸改修事業費

費　　目 土木費 港湾費 港湾対策費

111

事 業 費 ２,５００ 千円
予 算 書 ５８



No.

款 項 目

一 般 財 源      6,340

担当課 都市計画 課 課長名 上羽　讓司
内線
番号

2320

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債          -

そ の 他     13,300 都市開発推進基金繰入金 20

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　効率的で利便性の高い持続可能なまちづくりを進めるため、駅
を中心とした区域への都市機能の誘導など立地適正化計画の具現
化を図り、コンパクトシティ・プラス・ネットワークの実現に向
けた取組みを推進する。

事

業

の

内

容

〇都市再生整備計画策定委託
　　舞鶴西（３期）地区の策定（図書館などの整備計画）

〇残置構造物撤去工事
　　舞鶴警察署建設予定地（旧市民会館跡地）

〇立地適正化計画の誘導施策に関する懇話会開催経費等

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 112

事 業 名 まちづくり推進事業費

費　　目 土木費 都市計画費 都市計画総務費

事 業 費 １９,６４０ 千円
予 算 書 ５８



No.

款 項 目

一 般 財 源      2,530

2320担当課 都市計画 課 課長名 上羽　讓司
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

そ の 他          -

地 方 債          -

     1,500 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 13

府 支 出 金     13,600 都市計画基礎調査事業費委託金 19

事

業

の

目

的

　社会情勢の変化に対応した都市計画の構築を図るため、人口推
移や土地・建物の利用状況など、都市計画の基礎となるデータの
把握を行い、客観的・定量的なデータに基づいた都市計画の見直
しと運用を図る。
　また、舞鶴市の都市計画情報のデジタル化・オープンデータ化
を行い、利用者の利便性向上を図る。

事

業

の

内

容

〇都市計画基礎調査業務委託
   主な調査内容
　　・土地利用及び土地利用条件（宅地開発等の状況など）
　　・建物用途別現況、建物新築状況、中心市街地の建物現況
　　・都市施設の状況（整備状況、道路網、上下水道整備状況）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
　
〇都市計画総括図等台帳整備
   ・用途地域など建築制限に関する内容のオープンデータ化

〇地区計画検討及び区域区分変更業務委託等
   ・基礎資料の作成

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 113

事 業 名 都市計画基礎調査等事業費

費　　目 土木費 都市計画費 都市計画総務費

事 業 費 １７,６３０ 千円
予 算 書 ５８



No.

款 項 目

一 般 財 源          -

2350担当課 土　木 課 課長名 尾橋　英憲
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

23

そ の 他      1,700 都市開発推進基金繰入金 20

地 方 債     14,800 都市計画債

    15,000 社会資本整備総合交付金（1/2） 13

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　市民の憩いの場である都市公園において、「舞鶴市公園施設長
寿命化計画」に基づき施設の改築・更新を行うことにより、安全
で安心な公園管理に努める。

事

業

の

内

容

〔舞鶴市公園施設長寿命化計画に基づく公園施設の改築・更新〕

・三宅公園他遊戯施設更新工事（三宅他）
・舞鶴文化公園他照明施設更新工事（上安久他）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 114

事 業 名 都市公園整備事業費

費　　目 土木費 都市計画費 公園費

事 業 費 ３１,５００ 千円
予 算 書 ５９



No.

款 項 目

一 般 財 源      2,781

2320担当課 都市計画 課 課長名 上羽　讓司
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

そ の 他  -

地 方 債          -

     3,030 社会資本整備総合交付金（1/2） 13

府 支 出 金      2,765
木造住宅耐震改修等事業費補助金(1/4・2/5)
住宅耐震診断事業費補助金（1/4）

18

事

業

の

目

的

　舞鶴市建築物耐震改修促進計画に基づき、木造住宅の地震に対
する安全性の向上を図り、安全で安心なまちづくりを推進するた
め、耐震診断士の派遣と耐震改修に係る費用の一部を助成する。

事

業

の

内

容

◆対象：昭和５６年５月３１日以前に建築された木造住宅

◆支援内容
　◎木造住宅耐震改修助成（本格型）
　　補助限度額:１，０００千円を１，５００千円に増額
　　件数：１件から５件まで増加
　　　補助限度額：１，５００千円×５件
　◎木造住宅耐震改修助成（簡易型）
　　　補助限度額：　　４００千円×２件
　◎木造住宅耐震診断士派遣
  　　自己負担額：　３，０００円×５件

 ※能登半島地震を受け、耐震改修（本格型）について、補助
　 限度額と件数を時限的に拡充（令和７年度まで）

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 民間建築物耐震改修等推進事業費

費　　目 土木費 住宅費 住宅管理費

115

事 業 費 ８,５７６ 千円
予 算 書 ６０



No.

款 項 目

　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 116

事 業 名 土砂災害住宅改修支援事業費

費　　目 土木費 住宅費 住宅管理費

事 業 費 ２,２４０ 千円
予 算 書 ６０

事

業

の

目

的

　本市には、土砂災害特別警戒区域（急傾斜）が約1,200箇所ある
が、府の急傾斜事業の採択要件に満たない区域が多くある。これ
らの区域にある住居（既存建築物）の土砂災害対策改修に対する
支援を行うことにより、土砂災害から人命・財産の安全性を確保
する。

事

業

の

内

容

　土砂災害に対して耐えられる構造を有しない建築物に対し、外
壁や塀等を設ける改修に必要な費用を支援

　対象限度額：３，３６０千円/棟
　補助限度額：１，１２０千円/棟（１/３補助）
　募集件数　：２件

国 支 出 金        772 社会資本整備総合交付金（1/2） 13

府 支 出 金        386
住宅等土砂災害対策改修支援事業費補助金
（1/4）

18

         -

そ の 他          -

一 般 財 源      1,082

担当課 国・府事業推進 課 課長名 小西　征良
内線
番号

3440

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債



No.

款 項 目

一 般 財 源      3,125

担当課 都市計画 課 課長名 上羽　讓司
内線
番号

2320

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債     40,200 住宅債 23

そ の 他          -

国 支 出 金     24,443 社会資本整備総合交付金（4.5/10） 13

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　第２期舞鶴市公営住宅等長寿命化計画に基づき、継続して管理す
る中層建物の建物躯体の長寿命化を図る。
　また、建替と集約化を組み合わせた適切なストックマネジメント
及び継続的な事業展開を図る。

事

業

の

内

容

○公営住宅改善事業
　築年数の古い市営住宅について、今後も安全に居住できる環境
を整備するため、外壁長寿命化工事を行う。

　・浮島団地外壁長寿命化設計委託（築４６年）
　・白鳥団地１号棟外壁長寿命化工事（築２３年）
　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 117

事 業 名 公営住宅改善事業費

費　　目 土木費 住宅費 住宅建設費

事 業 費 ６７,７６８ 千円
予 算 書 ６０



No.

款 項 目

　

内線
番号

9102
9521

担当課
消防総務
警防

課 課長名
谷　直樹
（消防団担当課長）

中西　雅彦

一 般 財 源      4,199

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

23

そ　の　他     18,300 雑入（はしご自動車連携協約購入綾部市負担分） 22

地 方 債    196,800 消防債、辺地債

         -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　災害対応能力の維持向上のため、配備後長年月が経過し老朽化し
ているはしご付消防ポンプ自動車を綾部市・舞鶴市との両市で共同
整備し運用する。
　また、機動力の高い消防団の小型動力ポンプ搬送車を整備し、分
団の活動拠点として地域防災力の充実強化を図るため、中分団車庫
新築工事を行う。

事

業

の

内

容

○消防ポンプ自動車等購入事業　　 　167,000千円
　・はしご付消防ポンプ自動車（常備消防）　１台
　　…綾部市とのはしご自動車の共同運用に係る連携協約に基づ
　　　き、共同購入・運用

○小型動力ポンプ機動力化事業      　14,639千円
　・小型動力ポンプ搬送車（非常備消防）  　４台
　　…志楽、東大浦、西大浦、四所分団

〇中分団車庫新築工事（非常備消防）　33,600千円

                                             ほか

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続
事 業 費 ２１９,２９９ 千円

予 算 書 ６１

令和６年度　主な事務事業調 118

事 業 名 消防施設整備事業費

費　　目 消防費 消防費 消防施設費



No.

款 項 目

　

　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 119

事 業 名 西消防署整備事業費

費　　目 消防費 消防費 消防施設費

事 業 費 ２０６,２００ 千円
予 算 書 ６１

事

業

の

目

的

　西消防署は、昭和59年の建設から約40年が経過していることか
ら、昭和57年建設の東消防署中出張所の閉鎖を含めた庁舎再編計画
により、移転・新築することで、災害時における機能強化と消防体
制の充実を図る。

事

業

の

内

容

○移転場所：舞鶴市字西小字西町１０８番地
〇施工管理委託・本工事（２，４０７，０００千円）
　実施期間：令和６年度～７年度
　　　　　　（債務負担行為を設定）
○整備内容
　敷地面積：６，３８５．３８㎡
　建物構造：庁舎棟　鉄筋コンクリート造　３階建て
  建物規模：庁舎棟　約２，４００㎡
　その他  ：訓練場、訓練施設
〇事業スケジュール
　令和６年度：基礎・杭打工事
　令和７年度：建築・機械・電気設備工事・外構工事
　※実施設計（再生可能エネルギーを利用した西消防署整備の
　　実現可能性調査及び実施設計委託）は令和４年度実施

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

地 方 債    206,200 消防債 23

そ　の　他          -

一 般 財 源          -

担当課 消防総務 課 課長名 近記　彰
内線
番号

9101

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書



No.

款 項 目

一 般 財 源      14,440

担当課 学校教育 課 課長名 日下部　亘
内線
番号

2430

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

地 方 債           -

そ の 他         700 ふるさと応援寄附金 20

国 支 出 金       8,409 デジタル田園都市国家構想交付金（1/2） 13

府 支 出 金           -

６３

事

業

の

目

的

　心理的要因等により不登校となっている児童・生徒に対し、教育支援セン
ター明日葉（あしたば）において、集団生活への適応指導や学力の補充及び基
本的生活習慣の改善等のための相談・指導等を行うとともに、京都府認定フ
リースクール（聖母の小さな学校）と連携し、学校生活への復帰や学校以外の
場における教育機会の確保、社会的自立を支援する。
　また、児童・生徒からの悩みや困りごと等の相談体制については、いじめ相
談室での24時間体制の電話やメール相談に加え、令和５年度に構築した児童・
生徒が所有するタブレットから相談できるツール「まいづるこども相談」
フォームを運用し、児童・生徒から相談しやすく、また、学校等が迅速にきめ
細やかな対応が図れるようにするなど、いじめ・不登校事象等の未然防止と早
期発見・対応を強化する。

事

業

の

内

容

１　教育支援センターの概要（場所：字浜）
　　・不登校・いじめに係る相談、学習指導、訪問指導
    ・カウンセラー（臨床心理士）によるカウンセリング
２　チャレンジアウトドアライフ事業の実施
　  ・不登校児童生徒を対象とした野外体験活動の実施
３　いじめ相談ダイヤル・メールによる相談受付に加え、タブレットを活用し
　　た「まいづるこども相談」フォームによる相談窓口の運用（令和６年３月
　　運用開始）
４　京都府認定フリースクール（聖母の小さな学校）連携推進事業の実施
　  ・校外活動、体験活動、カウンセリングなどを支援
５　京都府認定フリースクール（聖母の小さな学校）を利用する児童・生徒の
　　保護者の負担軽減補助【新規】
　  ・対象者：フリースクールに通う児童・生徒の保護者（所得制限なし）
　　・補助経費：授業料等
　　・補助上限：月１２千円
６　特別支援教育スーパーバイザーの配置
　　不登校を特別支援教育の観点から捉え、学校への指導・助言を行う

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 120

事 業 名 不登校支援等推進経費

費　　目 教育費 教育総務費 事務局費

事 業 費 ２３,５４９ 千円
予 算 書



No.

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 競技力向上対策事業費

費　　目 教育費 教育総務費 文化・スポーツ振興基金費

事 業 費 ６７１ 千円
予 算 書 ６３

121

事

業

の

目

的

　本市スポーツ選手の競技力向上や指導者の資質向上など、スポー
ツの普及振興に必要不可欠である人材の育成・強化に資するため、
スポーツ大会において優秀な成績を収められた選手や、スポーツの
普及振興に貢献された方を対象とする舞鶴市優秀スポーツ賞の表彰
等を行うもの。

事

業

の

内

容

〇舞鶴市優秀スポーツ賞  ３２１千円
　本市在住や出身者等で、スポーツ大会において優秀な成績を収め
た選手や、スポーツの普及振興に貢献された方などを対象とする表
彰式を開催。
　また、選手の育成を支える指導者の重要性を鑑み、長年にわたり
地域の指導者として貢献された方を新たに表彰対象とする。

〇懸垂幕の掲揚　　　　　３５０千円
　特に優秀な成績（国際大会入賞など）を収めた方について、懸垂
幕掲揚による広報を実施。

 -

府 支 出 金          -

そ の 他        671 文化・スポーツ振興基金繰入金 20

地 方 債          -

一 般 財 源  -

1235担当課 スポーツ振興 課 課長名 有田　昌史
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金



No.

款 項 目

内線
番号

一 般 財 源     40,548

2410担当課 教育総務 課 課長名 瀬野　薫

財

源

内

訳

歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金      3,000 特定防衛施設周辺整備調整交付金（定額） 13

そ の 他          -

府 支 出 金      6,000 電源立地地域対策補助金（定額）

地 方 債      4,800 小学校債・中学校債

18

23

予 算 書 ６４・６５ 頁

事 業 区 分

事

業

の

目

的

　学校施設は次代を担う児童生徒の学習・生活の場であり、より良
い教育活動を行うためには、施設の安全性・機能性の確保は不可欠
であるため、老朽化対策及び安心・安全対策に関連した工事を計画
的に実施することにより、教育環境の改善を図る。

新規・拡大・継続

区 分 金　額(千円)

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 施設整備事業費（小学校・中学校）

費　　目 教育費
小学校費
中学校費

学校管理費

122

事

業

の

内

容

主な整備内容

　○小学校　　３７，６１４千円
　　高圧受変電設備改修工事　　　　（高野小学校）
　　避難器具(救助袋)更新工事　　　（大浦・中舞鶴小学校）
　　給水ポンプ改修工事　　　　　　（朝来小学校）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

　○中学校　　１６，７３４千円
　　高圧受変電設備改修工事　　　　（青葉中学校）
　　給水ポンプ改修工事　　　　　　（城南中学校）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など

事 業 費 ５４,３４８ 千円



No.

款 項 目

内線
番号

19・20

一 般 財 源        340

2410担当課 教育総務 課 課長名 瀬野　薫

財

源

内

訳 そ の 他     44,419 電源立地地域対策基金繰入金　他

地 方 債    362,100 小学校債・中学校債

事

業

の

内

容

　○小学校　４８８，６２２千円
　　倉梯小学校教室棟長寿命化改修工事（Ⅱ期）
　　明倫小学校体育館長寿命化改修工事設計業務委託

　○中学校　　６３，０９０千円
　　青葉中学校第一体育館長寿命化改修工事設計業務委託
　　中学校体育館再生可能エネルギー導入・理解促進事業
　　　調査・設計業務委託
　　　（青葉(第二)・白糸・和田・城南中学校）

府 支 出 金          -

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 )

国 支 出 金    144,853
学校施設環境改善交付金（1/3）、エネルギー構
造高度化・転換理解促進事業費補助金（定額）

23

事

業

の

目

的

　次代を担う児童生徒の学習・生活の場である学校施設の安全性・
機能性を確保するため、老朽化した施設を改修することにより施設
の長寿命化を図るとともに、学校生活の充実に必要な教育環境の整
備を図る。
　中学校体育館においては、太陽光発電の設置、既存設備の省エネ
化や再エネを活用したＬＥＤ化や空調整備を一体的に進め、再生可
能エネルギーへの理解促進を図るとともに、持続可能で安全・安心
な教育環境整備に取り組む。

新規・拡大・継続

予算書

13

事 業 費 ５５１,７１２ 千円
予 算 書 ６５・６６ 頁

事 業 区 分

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 校舎等改修事業費（小学校・中学校）

費　　目 教育費
小学校費
中学校費

学校建設費

123



No.

款 項 目

　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 学校給食費無償化事業費

費　　目 教育費 中学校費 学校管理費

事 業 費 ９７,６００ 千円
予 算 書 ６５

124

事
業
の
目
的

　現在、本市では全ての市立小・中学校（25校）で学校給食を実施
し、学校給食費は保護者の負担となっているが、小・中学生を育て
る保護者の学校給食費負担を軽減し、未来を担う子どもたちの健や
かな成長を社会全体で支え、「子育てしやすいまち・安心して子育
てできる環境」を実現するため、先行して中学校を対象に学校給食
費の無償化を実施する。

事

業

の

内

容

○学校給食の現物支給　　 84,120千円
　対象校　市立中学校７校
　事業費　見込人数2,003人×月額6,000円×7か月

○学校給食費相当額の給付　5,080千円
　対象者　①舞鶴市立中学校に学籍があり、アレルギー等の事情に
　　　　　　より給食を喫食していない生徒
　　　　　②舞鶴市に住民登録があり、かつ、市内に居住している
　　　　　　者で、舞鶴市立中学校に学籍がない学齢期にある生徒
　　　　　　（府立特別支援学校、私立中学校在学生等）
　事業費　見込人数120人　×月額6,000円×7か月

○実施時期　令和６年度２学期から
　
※教職員（200人）8,400千円は無償化対象外
※小学校給食の無償化については、引き続き検討を進めていく。

         -

府 支 出 金          -

そ の 他     97,600
ふるさと応援寄附金、
雑入（教職員等学校給食費徴収金）

20・22

地 方 債          -

一 般 財 源          -

2430担当課 学校教育 課 課長名 日下部　亘
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金



No.

款 項 目

一 般 財 源      4,876

1224
1230

担当課 文化振興 課 課長名
三方　理江
松本　達也

（歴史文化まちづくり担当課長）

内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

そ の 他      5,300
ふるさと応援寄附金、雑入（芸術文化振興基
金助成金）

20・22

地 方 債          -

         -

府 支 出 金      2,000 きょうと地域連携交付金（1/2） 18

事

業

の

目

的

　舞鶴市文化財保存活用地域計画に基づき、歴史資料・文化財の効
率的な管理を進めるとともに、歴史文化資産の価値を掘り起こし、
次世代へ継承するため、歴史文化の魅力を活かしたまちづくりを推
進する。

事

業

の

内

容

●重要伝統的建造物群保存対策事業費　　　５，３７６千円
　  舞鶴を代表する漁師町である吉原地区の景観を保存するた
　め、地域の景観保存への機運を高めるための取組を進めると
　ともに、大学と連携して重要伝統的建造物群保存地区選定を
　目指した準備を進める。

●歴史文化資産一元管理公開活用事業費　　２，８００千円
　  分散保管している歴史資料を郷土資料館及び旧由良川中学
  校等へ集約する。

●歴史文化資産調査記録事業費【新規】　　４，０００千円
　  歴史文化資産の調査及び記録作成を行う。

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 歴史文化資産活用経費

費　　目 教育費 社会教育費 社会教育総務費

事 業 費 １２,１７６ 千円
予 算 書 ６７

125



No.

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 近代化遺産保存経費

費　　目 教育費 社会教育費 社会教育総務費

事 業 費 ４,３８３ 千円
予 算 書 ６７

126

事

業

の

目

的

　市内に現存する近代化遺産(江戸時代末期から第二次世界大戦終
了時までに建設され、日本の近代化に貢献した産業、交通、土木等
に係る建造物等をいう)を適切に保存し、次世代へ継承する。

事

業

の

内

容

　近代化遺産の保存に関する調査及び審議を行う附属機関として、
有識者による近代化遺産保存審議会を設置し、保存のための指針と
なる近代化遺産保存計画の策定を進める。

令和６年度スケジュール（予定）
　５月　審議会設置
　６月　近代化遺産保存計画策定業務委託入札
　１月　パブリック・コメント実施
　３月　近代化遺産保存計画策定

         -

府 支 出 金          -

そ の 他      4,300 ふるさと応援寄附金 20

地 方 債          -

一 般 財 源         83

1224
1230

担当課 文化振興 課 課長名
三方　理江
松本　達也

（歴史文化まちづくり担当課長）

内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金



No.

款 項 目

　

一 般 財 源        833

2430
1224
1235

担当課
学校教育
文化振興

スポーツ振興
課 課長名

日下部　亘
三方　理江
有田　昌史

内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

そ の 他          -

地 方 債          -

         -

府 支 出 金      8,939
地域文化部活動推進事業委託金
地域運動部活動推進事業委託金

19

事

業

の

目

的

　子どもたちが将来にわたってスポーツ・文化芸術活動に継続して
親しむことができる機会を確保できるよう、本市の実情に応じた持
続可能な部活動の実現を図ることを目的に、令和５年度から７年度
までの３年間を改革推進期間として、休日の部活動について学校教
育から地域への段階的な移行を進めている。
　令和３～５年度に国の委託を受けて実施した実証事業の成果や、
令和５年度に設置した「舞鶴市部活動地域移行あり方検討会」の意
見とともに、子ども、保護者、関係団体等の意向を踏まえながら、
円滑な移行に向けた取組を推進する。

事

業

の

内

容

１　地域移行に向けた実証事業（国のモデル事業）の推進経費
　・運動部活動については、令和５年度の実施内容を足掛かりに参
　　加する生徒や指導者、団体を増やす等、着実な展開を目指した
　　実証事業を引き続き実施。
　　【令和５年度実施種目：剣道・柔道・陸上競技・ソフトボール・野球・

　　　ソフトテニス・バレーボール・バスケットボール・バドミントン・ゆる部活】

　・令和６年度より、新たに文化部活動の実証事業に着手。
　　【実施予定活動：吹奏楽・合唱】

　　　　　　　　　　　　　　運動部活動　７，１９１千円
　　　　　　　　　　　　　　文化部活動　１，７４８千円

２　舞鶴市部活動地域移行あり方検討会等の開催経費
　・本市の実情に応じた地域移行の課題について広く意見を聞くた
　　めに設置した、有識者、文化・スポーツ関係者、学校関係者、
　　保護者等によるあり方検討会等を引き続き開催。
　　　　　　　　　あり方検討会開催経費  　　８３３千円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名
地域文化部活動推進事業費
地域運動部活動推進事業費

費　　目 教育費
社会教育費
保健体育費

社会教育総務費
保健体育総務費

事 業 費 ９,７７２ 千円
予 算 書 ６７・６８

127



No.

款 項 目

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 施設整備事業費（公民館）

費　　目 教育費 社会教育費 公民館費

事 業 費 ５４,６９８ 千円
予 算 書 ６７

128

事

業

の

目

的

　公民館は、多世代が交流し、人がつながる地域づくりの拠点とし
て、継続して学びと居場所を提供していくとともに、行政機能、防
災機能などを備えた地域の拠点施設として、安全・安心な利用環境
の維持を図るため、各施設の改修を実施する。

事

業

の

内

容

【工事概要】
　１　加佐分室（加佐公民館）　５２，７００千円
　　トイレ改修工事（水洗化工事等）
　　１階　33㎡　多目的便所1、男子3、女子2
　　　　　　　　手洗器
　　２階　33㎡　男子3、女子2
　　　　　　　　手洗器
　
　２　中総合会館              　１，９９８千円
　　自動扉補修工事（自動扉開閉装置一式取替）

 -

府 支 出 金          -

23

そ の 他          -

地 方 債     52,700 社会教育債

一 般 財 源      1,998

1225担当課 地域づくり支援 課 課長名 村尾　正
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金



No.

款 項 目

　

一 般 財 源      1,066

75-
5406

担当課 図書館 課 課長名 山本　達也
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

そ の 他          -

地 方 債          -

         -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　舞鶴市図書館基本計画に掲げる３つの基本方針、「課題解決型図
書館への脱皮」、「子どもたちや社会的弱者など、あらゆる市民に
対するサービスの展開」、「全市域へのサービス網の構築」に基づ
く図書館再編と利用拡大に向けた取組を計画的に進める。

事

業

の

内

容

　図書館市民ワークショップの開催など、市民の意見も取り入れな
がら図書館再編を進めるとともに、様々な団体との連携事業や利用
拡大に向けたサービスを展開させていく。
　また、市全域へのサービス網の構築に重要な分館機能の強化と
ネットワークの充実に向けた事業を実施する。

<内容>
 〇中央図書館整備など、図書館再編にかかるワークショップの
　 開催
 〇中・南・加佐の３分館とのネットワーク構築にかかる準備
 〇東西図書館から３分館への本の巡回
 ○３分館に返却ポストを設置し、東西図書館の本の返却を実施
 〇３分館での東西図書館司書による読み聞かせ等の実施

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 図書館再編推進事業費

費　　目 教育費 社会教育費 図書館費

事 業 費 １,０６６ 千円
予 算 書 ６８

129



No.

款 項 目

　

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名
体育施設整備事業費
施設整備事業費（体育館）

費　　目 教育費 保健体育費
保健体育総務費

体育館費

事 業 費 ４６,７００ 千円
予 算 書 ６９

130

事

業

の

目

的

　スポーツ施設の老朽化への対応や高機能化など施設の充実に係る
整備、改修等を実施することにより、利用者の安全、安心で快適な
スポーツ実施環境の確保を図り、生涯スポーツの推進やスポーツイ
ベントの開催・誘致等による地域活性化などスポーツを活かした元
気なまちづくりを推進する。

事

業

の

内

容

【整備内容】
　〇東舞鶴公園野球場
　　・改修設計業務委託　　　　　　　　　７，５００千円

　○文化公園プール
　　・改修設計業務委託　　　　　　　　　５，７００千円
　
　○伊佐津川運動公園
　　・更衣室整備工事（新設）　　　　　２０，０００千円

  〇東体育館
　  ・照明制御盤改修工事                ２，８００千円

  〇文化公園体育館
 　 ・改修設計業務委託　　　　　　　　　７，７００千円
 　 ・照明制御盤改修工事　　　　　　　　３，０００千円

         -

府 支 出 金      2,000 電源立地地域対策補助金（定額） 19

23

そ の 他          -

地 方 債     43,700 保健体育債

一 般 財 源      1,000

1235担当課 スポーツ振興 課 課長名 有田　昌史
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金



No.

款 項 目

〇由良川取水施設移転基本設計業務委託

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 （水道事業会計）由良川取水における塩水遡上対策

費　　目 資本的支出 建設改良費 浄水施設費

131

予 算 書 ５

事

業

の

目

的

事

業

の

内

容

　地球温暖化による若狭湾の海面上昇を原因として、由良川にお
ける塩水遡上が進み、本市水道の取水に及ぼす影響が大きくなる
ことが予想される。
　将来にわたり安定した取水を持続するため、取水施設の上流移
転についての基本設計を実施する。

ア）取水施設基本設計
イ）取水ポンプ場基本設計
ウ）導水管路基本設計

千円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続３５，２００
事 業 費

１９７，５８５千円のうち

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

    35,200

国 支 出 金          -

府 支 出 金          -

内線
番号

2270

地 方 債          -

そ の 他          -

担当課 水道整備 課 課長名 山﨑　寛之

一 般 財 源



No.

款 項 目

〇配水管布設替工事
 工事延長：約５,０００ｍ
 施工箇所：与保呂、浜、喜多　他
 口　　径：φ５０～φ４００

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名 （水道事業会計）配水管整備事業費

費　　目 資本的支出 建設改良費 配水施設費

132

５

事

業

の

目

的

事

業

の

内

容

　老朽化した水道管が年々増加していることから、水道ビジョン
に基づき、将来の水需要予測を踏まえた適正口径へ見直し、耐震
性のある水道管への取り替えを行い、安心で安全な水道水の安定
供給に努める。

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続７６０，１００
事 業 費

予 算 書

千円

８８８，２０２千円のうち

国 支 出 金     49,170 水道管路緊急改善事業補助金（1/3） 4

府 支 出 金          -

一 般 財 源 349,930

担当課 水道整備 課 課長名 山﨑　寛之
内線
番号

2270

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

         -

地 方 債    361,000 水道事業債 4

そ の 他



No.

款 項 目

※予算書ページ数については、第40号議案資料参照。

一 般 財 源  -

2220担当課 下水道整備 課 課長名 中地　俊元
内線
番号

3

そ の 他  -

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金     32,550 社会資本整備総合交付金（1/2） 3

府 支 出 金          -

地 方 債     75,450 下水道事業債

事

業

の

目

的

　下水道管渠等の老朽化に伴う事故発生や、機能停止を未然に防
ぐため、ストックマネジメント計画などに基づく、点検・調査・
修繕・改築を行い、持続的な下水道機能の確保とライフサイクル
コストの低減を図る。

事

業

の

内

容

○公共下水道管渠施設の更新（工事）
　　汚水ポンプ、マンホール蓋等の更新
　　施工箇所：上安久、溝尻地内他
　　事 業 費：８８，０００千円

○公共下水道管渠施設の点検・調査・設計（委託）
　　施工箇所：浜地内他
　　事 業 費：２０，０００千円

事 業 費
１６９，７５６千円のうち 予 算 書 ４ 頁

１０８,０００ 千円 事 業 区 分 新規・拡大・継続

費　　目 資本的支出 建設改良費 管渠整備費

令和６年度　主な事務事業調 133

事 業 名 （下水道事業会計）管渠整備事業費



No.

款 項 目

　

※予算書ページ数については、第40号議案資料参照。

費　　目 資本的支出 建設改良費 処理場整備費

令和６年度　主な事務事業調 134

事 業 名 （下水道事業会計）処理場整備事業費

事

業

の

目

的

　処理場施設の老朽化などによる機能停止を未然に防ぐため、ス
トックマネジメント計画などに基づき、計画的な点検・調査・修
繕・改築を行い、持続的な下水道機能の確保とライフサイクルコ
ストの低減を図る。

事

業

の

内

容

○公共下水道　浄化センター施設改築
　【東浄化センター】
　　①汚泥処理設備改築（汚泥移送ポンプ）
　　　事業費：５０，０５０千円
　　②実施設計（東ポンプ場、水管橋の事業計画の変更）
　　　事業費：１５，０７０千円

　【西浄化センター】
　　①実施設計（消毒設備）
　　　事業費：　８，０３０千円

事 業 費
２５１，２５６千円のうち 予 算 書 ４ 頁

７３,１５０ 千円 事 業 区 分 新規・拡大・継続

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金     11,015 社会資本整備総合交付金（1/2） 3

府 支 出 金          -

地 方 債     62,135 下水道事業債 3

そ の 他  -

一 般 財 源  -

2220担当課 下水道整備 課 課長名 中地　俊元
内線
番号



No.

款 項 目

※予算書ページ数については、第40号議案資料参照。

費　　目 資本的支出 建設改良費 雨水処理費

令和６年度　主な事務事業調 135

事 業 名 （下水道事業会計）雨水処理事業費

事 業 費
７８１，３３８千円のうち 予 算 書 ４ 頁

７３４,５００ 千円 事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　市街地の浸水対策事業として、西市街地においては、京都府の高
野川整備計画と連携し事業を促進し、さらに東市街地において工事
着手に向けた実施設計を行い、安全・安心なまちづくりを行う。

事

業

の

内

容

○西地区浸水対策事業　　６７６，５００千円
　　・西Ⅱ期に係る雨水管理総合計画策定
　　・松陰ポンプ場設計業務
　　・静渓ポンプ場設計業務
　　・静渓ポンプ場建設工事

○東地区浸水対策事業　　　５８，０００千円
　　・雨水管理総合計画の変更

国 支 出 金    352,200
下水道防災事業費補助金（1/2）
社会資本整備総合交付金（1/2）

3

府 支 出 金          -

地 方 債    382,300 下水道事業債 3

そ の 他          -

一 般 財 源          -

担当課 浸水対策 課 課長名 岡野　恭憲
内線
番号

2310

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書



No.

款 項 目

　

一 般 財 源    794,185

60-
9020

担当課 市民病院総務 課 課長名 阿部　葉子
外線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

50

そ の 他    287,900 市補助金（病院分243,251千円、診療所分44,649千円） 48・50

地 方 債     17,000 病院事業債

国 支 出 金        315 48・50

府 支 出 金        570 48・50

事 業 費 １,１４３,４６０ 千円
予 算 書 ４７～５１ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事

業

の

目

的

　病院事業については、引き続き急性期医療を担う市内公的3病院
等と緊密に連携しながら、積極的に患者を受入れ、地域•圏域にお
ける慢性期の医療ニーズに対応する。
　また、加佐診療所については、地域に係る関係機関との連携を一
層深める中で、地域のかかりつけ医として、必要な機能・役割を担
うことにより、在宅医療の充実を支援する。

事

業

の

内

容

[事業費内訳]
 ・病院事業  　1,063,994千円
 ・診 療 所　   　79,466千円
[病院事業概要]
 ・療養病床　100床
 ・入院患者　93.5人/日平均(見込み)
 ・入院収益　668,216千円
 ・職員体制　98人
[診療所事業概要]
 ・診 療 科  内科・整形外科・その他(健診、予防接種等)
 ・外来患者　14.5人/日平均(見込み）
 ・医業収益　34,150千円（健診、予防接種等含む）
 ・職員体制　7人

令和６年度　主な事務事業調 136

事 業 名 （病院事業会計）病院事業（収益的収支・資本的収支）

費　　目



No.

款 項 目

 
国

一 般 財 源  1,148,564

2160担当課 保険医療 課 課長名 山本　哲也
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

そ の 他    930,773 一般会計繰入金　他 -

地 方 債          -

     3,165 社会保障・税番号制度システム整備費等補助金 -

府 支 出 金  5,275,628 保険給付費等交付金 -

事

業

の

目

的

　団塊世代の後期高齢者医療制度への移行や、社会保険の適用範囲の拡大
により更なる被保険者数の減少が見込まれる一方、医療費の増嵩は続いて
おり、今後も財政運営は厳しい見通しであることから、国民健康保険事業
基金の取崩しに加え、４年ぶりとなる１人当たり保険料の引上げを行う
が、引き続き、健全な事業運営に努める。
　また、令和６年12月２日の健康保険証廃止に向け、マイナンバー保険証
の利用促進を図りつつ、健康保険証の廃止後も引き続き、全ての被保険者
が安心して医療を受けられるよう対応するとともに、令和７年４月から保
険料徴収業務を京都地方税機構に移管することとしており、その準備を進
める。

事

業

の

内

容

【主な歳入】
○保険料                   　　1,143,362千円
　(1)医療分＋支援分の1人当たり保険料 79,790円(前年度比8.0％の増)
　(2)介護分の1人当たり保険料　　　　 28,940円(前年度比1.0％の増)
○府支出金　                   5,275,628千円
　　保険給付費等
○一般会計繰入金　　　　　　 　　619,973千円
　  低所得者の割合等に応じた財政支援の保険者支援分など
○国民健康保険事業基金繰入金 　　306,956千円
　　保険料の負担軽減等
【主な歳出】
○保険給付費　　　　　　　　 　5,230,557千円
○国民健康保険事業費納付金 　　1,869,222千円
　　府内の保険給付費に充てるため、府が所得水準及び医療費水準
    に応じて各市町村ごとに算定
○保健事業費　　　　　　　　　　 105,389千円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 137

事 業 名 （国民健康保険事業会計）国民健康保険事業

費　　目

事 業 費 ７,３５８,１３０ 千円
予 算 書 ７２～９０



No.

款 項 目

　
内

令和６年度　主な事務事業調 138

事 業 名 （国民健康保険事業会計）特定健康診査等事業費

費　　目 保健事業費 特定健康診査等事業費 特定健康診査等事業費

事 業 費 ７４,９２９ 千円
予 算 書 ８１ 頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

事
業
の
目
的

　内臓脂肪の蓄積に起因する生活習慣病の発症・重症化を予防す
るため特定健診を実施し、健診結果に応じて生活習慣病発症リス
クの高い人に保健指導を実施する。
　各種施策により健診受診率や指導実施率の拡大を図ることで疾
病予防、重症化予防等、医療費の適正化に取り組む。

事

業

の

内

容

１．特定健康診査【事業費62,568千円】
○対象　４０歳～７４歳の国民健康保険加入者
○内容　問診、診察、身体計測、検尿、血圧、心電図、血液検査を実施
　
２．特定保健指導【事業費3,226千円】
○対象　特定健診の結果、腹囲又はＢＭＩが一定の基準を超え、血圧・
　　　　脂質・血糖・喫煙習慣のリスクのある者。リスクの程度により、
　　　　積極的支援レベルと動機づけ支援レベルに階層化。
○内容　保健師や管理栄養士が個別に保健指導を行い、対象者自身が作
　　　　成した行動計画・目標の達成を目指し、生活習慣の改善に向け
　　　　支援する。

３．特定健康診査等一般事務経費【経費9,135千円】

 -

府 支 出 金     22,926
特定健康診査等負担金
特別調整交付金

76

そ の 他          -

地 方 債          -

一 般 財 源     52,003

2160
6200

担当課
　保険医療
　健康づくり

課 課長名
  山本　哲也
  飯田　 徹

内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金



No.

款 項 目

- 

課

―そ の 他

一 般 財 源

支払基金交付金、繰入金、諸収入 他

竹山　真 2120高齢者支援

1,538,755 

担当課

3,890,148 

財

源

内

訳

内線番
号

介護給付費負担金、地域支援事業交付金 他2,262,891 

介護給付費負担金、地域支援事業交付金 他1,271,346 

＜保険事業勘定＞
　介護サービス等にかかる費用について「保険給付事業」を行う
とともに、「地域支援事業」として、要支援者等の通所・訪問
サービス等に係る「介護予防・生活支援サービス事業」を実施す
るほか、「一般介護予防事業」や「包括的支援事業」、「任意事
業」を実施。
　居宅・施設サービスの利用等にかかる費用については、所得に
応じ９割～７割分を保険給付し、ケアプラン作成にかかる費用に
ついては、全額保険給付となる。
　その他、国保連への審査支払手数料や高額介護サービス等にか
かる費用等を計上。

＜サービス事業勘定＞
　「介護サービス事業」として、市内に７ヶ所ある「地域包括支
援センター」のうち、市が直営により運営する指定介護予防支援
事業所１ヶ所において、介護予防支援を実施する。

―府 支 出 金

―国 支 出 金

予算書区 分

課長名

事 業 費

歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 )金　額(千円)

地 方 債

事

業

の

内

容

千円

事
業
の
目
的

予 算 書

新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調

事 業 名

費　　目

頁１０１～１２７

事 業 区 分

（介護保険事業会計）介護保険事業費

 介護を要する状態となっても、できる限り、自宅で自立した日常
生活を営めるように、真に必要な介護サービスを総合的・一体的
に提供するための介護保険制度を運営する。

８,９６３,１４０

139



No.

款 項 目

一 般 財 源  -

2120担当課 高齢者支援 課 課長名 竹山　真
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金

そ の 他      8,170 一般会計繰入金（事務費分） 105

地 方 債          -

 -

府 支 出 金          -

事

業

の

目

的

　高齢化率の上昇に伴い、年々増加する要介護認定申請に対応する
ため、ＡＩ技術を活用するなど、要介護認定業務のＤＸを進め、申
請受理から認定結果確定に要する期間短縮を図り、市民への速やか
な介護サービスの提供と、業務の効率化を目指す。

事

業

の

内

容

〇タブレット端末を活用した認定調査の実施
　　訪問調査において、聞き取り内容をタブレット端末に入力する
　ことにより、現地で調査票の作成を完結することが可能となり、
　資料作成に要する時間を短縮する。
　　・タブレット端末購入（８台）等　　１，０２０千円

〇ＡＩ技術を用いた調査票確認作業の実施
　　調査票の内容の整合性チェックに、ＡＩ自動判定技術を導入す
　ることにより、確認作業の時間を短縮する。
　　・システム導入・運営費等　　　　　７，１５０千円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 140

事 業 名 （介護保険事業会計）介護認定業務ＤＸ推進事業費

費　　目 総務費 総務管理費 一般管理費

事 業 費 ８,１７０ 千円
予 算 書 １０７

① 申請 ② 認定調査 ③ AI判定 ④ PCによる

認定結果判定



No.

款 項 目

141令和６年度　主な事務事業調

事 業 名

費　　目

内線番
号

（介護保険事業会計）地域支援事業費

　地域支援事業では、被保険者が要介護・要支援状態となることを
予防するとともに、要介護状態となった場合でも、可能な限り、地
域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するため
のサービスを提供することを目的として実施するもの。

課長名

事 業 費

地域支援事業費

歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 )金　額(千円)

地 方 債

事

業

の

内

容

事
業
の
目
的

予 算 書

財

源

内

訳

新規・拡大・継続

地域支援事業交付金(20/100、38.5/100)等   174,550

地域支援事業交付金(12.5/100、19.25/100)等    73,832

１．介護予防・生活支援サービス事業
　要支援者等を対象に、訪問型・通所型サービスのほか軽易な家事
援助や配食サービス等の生活支援等を実施するとともに、在宅にお
ける専門職によるリハビリや栄養指導などの集中的な訪問型支援を
実施。
２．一般介護予防事業
　地域の公民館や集会所など身近な場所での住民主体の運動や交流
を促進し、住民同士のつながりを強化する介護予防を通した地域づ
くりの推進。
３．包括的支援事業
　地域包括支援センター（市内７か所）の相談体制充実やリハビリ
職など多職種協働による地域ケア会議の実施、認知症施策や生活支
援体制の整備、在宅医療・介護の連携推進事業などにより、「地域
包括ケアシステム」の深化・推進に取り組む。
４．任意事業
　住み慣れた地域での暮らしを継続できるよう、高齢者の見守り体
制の整備や家族介護支援のほか、介護給付費の適正化に取り組む。
（配食サービス、緊急通報システムなど）
５．地域包括支援センター運営費

105府 支 出 金

104国 支 出 金

頁１１１～１１４
４９５,７０８

予算書区 分

事 業 区 分
千円

         -

課

―そ の 他

一 般 財 源

地域支援事業市負担金(12.5/100、19.25/100)等

竹山　真 2120高齢者支援

    70,371

担当課

   176,955



No.

款 項 目

○後期高齢者医療広域連合納付金　　　１，５９４，０４９千円
　　　・保険料等分　　　１，２２４，２０６千円
　　　・保険基盤安定分 　   ３４４，９８５千円
　　　・事務費分　  　　 　   ２４，８５８千円

○一般管理経費等　　　　　　　　　　　　　３６，９２８千円

○徴収費　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，６８３千円

頁

事 業 区 分 新規・拡大・継続

令和６年度　主な事務事業調 142

事 業 名 （後期高齢者医療事業会計）後期高齢者医療事業

費　　目

事 業 費 １,６３７,７２０ 千円
予 算 書 １２８～１４０

事

業

の

目

的

　７５歳以上の高齢者等を対象とした後期高齢者医療制度に係る
経費で、医療費の給付や保険料賦課決定などの基幹事務は京都府
後期高齢者医療広域連合で行い、市町村では窓口業務と保険料徴
収を行う。

事

業

の

内

容

         -

府 支 出 金          -

そ の 他    413,513 繰入金 ほか -

地 方 債          -

一 般 財 源  1,224,207

2160担当課 保険医療 課 課長名 山本　哲也
内線
番号

財

源

内

訳

区 分 金　額(千円) 歳 入 名 称 ( 補 助 率 等 ) 予算書

国 支 出 金
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